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(b) 役割 
地すべりユニットが設置された公共インフラ局は、道路・橋梁・政府建物の設計、建設、維

持管理を担当しており、以前チトラクートの地すべりを担当していた NDU は、「人々に社会

経済的開発による利益をもたらし、洪水被害から人々を守ること」を役割としている。 
 

(c) 予算及び職員数 
インフラ省の予算と 2011 年度予算の内訳、及び公共インフラ局の予算と 2011 年度予算の内

訳を以下に示す。これによれば、道路建設・維持管理の予算が 60-70%程度を占めている。 
 

表 ‎2-29 インフラ省の予算（単位：ルピー） 

 
 

表 ‎2-30 インフラ省の 2011 年度予算内訳（単位：ルピー） 

 
 

表 ‎2-31 公共インフラ局の予算（単位：ルピー） 

 
 

表 ‎2-32 公共インフラ局の 2011 年度予算内訳（単位：ルピー） 

 
 

職員数は下表に示すとおりであるが、このうち土木部の技術職はほぼ土木技術者（Civil 
Engineer）であり、地質工学の専門家（Geotechnical Engineer）はいないとのことであった。 
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表 ‎2-33 インフラ省公共インフラ局の 2010 年度職員数 

 
出典：インフラ省質問票回答（上記、全ての表） 

 
3） 修繕・復旧ユニット/地すべりユニット（RRU/LU） 

(a) 組織 
図  2-24に示すように、2011 年 12 月の調査時点では 6 名からなり、修繕・復旧ユニットと地

すべりユニットの兹務体制となっている。また、職員は全員土木技術者（Civil Engineer）であ

り、地質工学の専門家はいない。 
 

(b) 役割 
修繕・復旧ユニット（RRU）の役割と地すべりユニット（LU）の役割は以下のとおりである。 
 修繕・普及ユニット（RRU）：出典；インフラ省 Web サイト 

構造的な損傷を被っている、及び建物の使用者に潜在的な危険をもたらす可能性のある

損傷の兆候の見られる既存の政府建物に対する、大規模な修繕・復旧作業を提供するた

めに設立されたユニットである。 
 地すべりユニット（LU）；出典；MPI提供の文書（ただし、文書中では”Landslide Monitoring 

Unit”となっている） 
1) 地すべりが発生する可能性のある地域の特定 
2) 特定された地域のための調査計画の作成 
3) 地表移動調査のための適切な観測計器の選定 
4) 地表移動の確認 
5) 地質構造調査 
6) 地下水調査、間隙水圧測定、地下水検層、地下水追跡、揚水試験、水質分析、電気

伝導度測定、地熱測定、物理検層（電気検層、放射能検層）。必要に応じて計画、

設計された地下水排除工。 
7) 地すべり予測メカニズムの構築 
8) 地すべり抑止及び被害を抑えるための対策工計画の提出 
9) 数量明細付の入札図書 
10) 費用の見積り 
11) 対策工の施工管理 

 
なお、「災害スキーム」では、インフラ省は伸縮計による地すべり移動量のモニタリングを

行う役割を担っている。 
 

(c) 予算 
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インフラ省及び公共インフラ局の予算の通り、修繕・復旧ユニットの予算は確保されている

ものの、現時点では地すべりユニットに関する予算は確保されていない。インフラ省によれば、

チトラクートの観測やクアトル・スールの調査は優先度が高いため、災害時等に用いる緊急用

の予算を使用しており、完全に独立した予算となっている、とのことである。また、次年度用

のチトラクートの観測用予算も申請済みとのことであった。 
 

4） 住宅・国土省（Ministry of Housing and Lands） 
住宅・国土省は、住宅局・計画局・測量局からなり、このうち計画局が土地開発に関する方針

策定を含む土地利用計画の責務を負っている。 
また、計画・開発法 2004（Act No.32 of 2004）第 13 項において、住宅・国土大臣は地方自治体

に対し、土地利用計画及び開発に関する「計画政策ガイダンス（Planning Policy Guidance: PPG）」

を発行することができる、と定められている。 
「モ」国においては、この PPG が唯一の開発に関して法的拘束力を有する技術的基準となって

おり、1:5（20%）以上の傾斜の斜面には開発が規制され、1:10(10%)以上の斜面では、資格を有す

る技術者による確認が必要と定められている。 

（3） 地すべりの概況 
1） 全国の地すべり危険地域の概況 

「災害スキーム（Cyclone and Other Natural Disasters Scheme 2011-2012）2011 年 11 月」によれば、

32 ヶ所の地すべり危険地域がリストとして掲載されている。この中には、ラ・ビュッテやチトラ

クート等の対策工が行われた個所や、実際に被害が発生している箇所が含まれているほか、斜面

における不適切な造成や建築により斜面災害を誘発した地域、及びポートルイス市近郊のような

急傾斜地における開発の進展等の問題を抱える地域、等が含まれている。以上から、「モ」国に

おける地すべりの問題は大きく以下の 3 つの類型に分類することができるものと考えられる。 

① チトラクートやラ・ビュッテ等の大規模地すべり 
② 斜面における不適切な造成や建築による斜面災害の誘発 
③ ポートルイス市の外縁部等、急傾斜地における開発の進展 
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図 ‎2-25 全国の地すべり危険地域の分布と主たる地すべりの位置 

（出典：「モーリシャス国 気候変動プログラム準備調査 報告書」に一部加筆） 

 

2） チトラクート地区の地すべり 
(a) 概況 

チトラクート地区の地すべりについては、「モーリシャス国 気候変動プログラム 準備調

査 報告書（2010 年 10 月）」に詳しい。当時の調査以降今回の調査まで大きな降雤も観測さ

れておらず、伸縮計の観測結果においても変動は認められていない。また地元の聞き取りによ

っても新たな被害が生じていないことから新たな情報がないため、本調査では基本的に前回調

査結果を参考とするものとする。今回調査では、現地にて家屋の被害状況の確認、湧水の状況

の確認等、前回調査結果の確認を行った。 
チトラクート地区周辺の地形図、及び 2007 年に国家開発ユニット（NDU）によって実施さ

れた既往調査位置図を以下に示す。 

ラ・ビュッテ ヴァレ・ピトゥ 

チトラクート 

クアトル・スール 
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               図 ‎2-27 チトラクート地区の既往調査位置図 

（出典：図  2-26, 27 とも「モーリシャス国気候変動プログラム準備調査 報告書」に一部加筆；位置は概略） 

 

(b) 調査計画 
地すべりの実態を把握することを目的として、現時点で想定される調査計画を下表に示す。 

表 ‎2-34 調査計画一覧（参考） 
項目 数量 目的等 備考 
地形測量 1km2 活動的な地すべりの範囲の詳細な把握  
現地踏査 2.3km2 地すべりの全体状況の把握  
ボーリング調査 10 孔 地質状況の把握のための補足調査  
物理探査 1 式 地質調査の補足  
モニタリング 1 式 孔内傾斜計、地盤伸縮計、地下水位計

等による状況の把握 
 

図 ‎2-26 チトラクート周辺の地形図 
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(c) 対策工計画 
地すべり対策として、水平ボーリング工等による抑制工、及び鋼管杭工等による抑止工が想

定される。対策工とその目的・効果等について、下表に示す。 
 

表 ‎2-35 対策工一覧（参考） 

工種 目的 効果 備考 
抑制工 
・地表水排除工 
・水平ボーリング工 
・集水井工 
・押え盛土工 
・排土工    等 

地形変更、もしくは

地表水・地下水を排

除することで、地す

べりの安定化を図る 

効率的に地表水・地下水

が排除できれば安価な割

に効果大。ただし、抑制

工のみで完全に地すべり

の活動を止めることは不

可能。 

参考計画安全率 
：1.05 

抑止工 
・鋼管杭工 
・アンカー工 
・深礎杭工   等 

地すべりを杭、アン

カー等を用いて物理

的に抑止する 

計画安全率までであれ

ば、地すべりをほぼ抑止

可能。 
一般に抑制工と併用され

る場合が多い。 

参考計画安全率 
：1.15-1.20 

 
3） その他の地区 

(a) クアトル・スール地区 
2005 年 3 月の豪雤に伴い地すべりが発生し、11 件の民家に被害をもたらした。2005 年 5 月

には国家開発ユニット（NDU）によって、現地調査が行われ、家屋の亀裂の予備的な評価が行

われた。また同年 8 月には被災家屋の構造的な調査が行われた。 
さらに 2010 年 6 月には、Grand Port Savanne 県とインフラ省（MPI）とによって、以前の調

査結果の確認と被災家屋の構造的な状況についての調査が行われた。 
2010 年 10 月には、コンサルタントによって再度確認調査が行われ、2011 年 1 月からボーリ

ング等の調査が開始された。 
ボーリング結果によれば、地すべりが発生している斜面には N 値 10 以下程度の軟質な粘性

土が分布している。また、地下水位は通常地下 3m 程度に観測されるが、豪雤時は斜面から湧

水してくるとのことであった。 
また、地元の聞き込み調査結果によれば、2003 年に家屋を建築するために斜面の切土と擁壁

の設置を行っており、その後の 2005 年の降雤によって地すべりによる被害が生じたとのことで

あった。このことから、軟質な粘性土からなる斜面に対する切土が斜面を不安定化させていた

ところに、豪雤によって地下水位が急激に上昇し、地すべりが発生した可能性も考えられる。 
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図 ‎2-28 クアトル・スール地区調査位置図（航空写真） 

（出典：”Geotechnical Report for Suspected Landslide at Quatre Soeurs” May, 2011） 

 

(b) ポートルイス市周辺 
 ラ・ビュッテ 

1986 年から 1987 年の雤期に地すべりが活動し、小学校、家屋、水道管、高圧線、国道に

被害が生じた。円借款による鋼管杭工、集水井工等の対策工が 1998 年に完成している（図

2-29）。 
対策工の効果が発揮され、その後変状は発生していないものの、地すべり地内の水路が埋

塞される等、適切な維持管理が行われていない状況にある。 
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図 ‎2-29 ラ・ビュッテ地すべり対策工位置図 

（出典：2「モーリシャス国気候変動プログラム準備調査 報告書） 

 ヴァレ・ピトゥ 

2007 年の降雤時に民家の一部が崩壊し、残存部分にも亀裂等の被害が発生した。地元住民

によれば、被害が大きかったため新聞にも載ったとのことであった。盛土部分が豪雤によ

って地すべりを生じたものと思われる。 
地すべりユニット（LU）によれば、ヴァレ・ピトゥ地区には約 45,000 人が居住するが、

そのうち約 80%が不法居住者とのことである。 
 その他 

不適切な切土・盛土等の施工に起因すると思われる地すべり的な現象が発生している箇所

や、斜面の開発が進行中であり、斜面のリスクが高まっていると考えられる箇所が散見さ

れる。 
 

(c) ブラックリバー国立公園（国立公園保全サービス） 
ブラックリバー国立公園内において、土砂災害対策の試験的施工が実施されており、視察を

実施した。概要を以下に示す。 
 公園内のビジターズセンターには、亀裂が発生するなどの被害が確認されており、現在安

全上の理由から閉館となっている。国立公園保全サービスの担当によれば、侵食の影響と

考えられる、とのことであった。ただし、被害状況の写真の撮影については許可が下りず、

撮影不能であった。 

 国立公園内の土砂災害対策としては、主として植林、水路工が施工されており、土壌侵食
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の軽減を主目的とするものと思われる。 

 
(d) 道路防災 

建設中の国道や現存の国道沿いで、地すべりが確認されている。現地視察を実施した箇所の

概要を以下に示す。 
 建設中の国道 

建設中の切土法面で地すべりが発生した。切土施工後、数日間で発生したとのことであり、

切土による斜面の不安定化が直接の原因と考えられる。現在、施工業者及び設計コンサル

タントが対応方法を検討中である。 
 既設山岳道路（国道）沿い 

山岳道路沿いでは、豪雤に伴い地すべりが頻発しているとのことで、2 日程度の通行止め

となる規模の災害が多いようである。今回の視察では過去の崩壊跡や、路面の亀裂等が確

認された。 
 

2-4 モーリシャス国の各セクターの課題 

2-4-1 地すべり分野 

（1） 組織・体制 
「モ」国では、地すべりへの対応が重要な課題と認識され、2009 年に地すべり管理ユニット

（Landslide Management Unit: LMU）が設立されたものの、実質的には公共建築の修繕を担当する

Repair and Rehabilitation Unit との兹務体制となっている。地すべりの経験もないことから、LMU
の組織体制の強化・能力の向上が望まれている。 
また、「モ」国においては地質工学の専門家が尐なく、MPI 内部においても土木技術者が対応

しており、地質工学の専門家が LMU に参画することが望ましく、今後の地質工学の専門家の育

成を考慮して、大学との連携を取っていくことが重要と考えられる。 

（2） 地すべり 
「モ」国における地すべりの問題は、大きく以下の 3 つの類型に分類することができるものと

考えられる。 

① チトラクートやラ・ビュッテ等の大規模地すべり 
② 斜面における不適切な造成や建築による斜面災害の誘発 
③ ポートルイス市の外縁部等、急傾斜地における開発の進展 

 
このうち、②、③の問題については MPI のみならず、開発規制を行う住宅・国土省（MHL）や

建築許可を発行する地方自治体もプロジェクトに参加することが必要となる。 

（3） 他政府機関の動向 
 住宅・国土省 

本プロジェクト中で、Planning Policy Guidance（PPG）の再検討を行い、提言を行うことに
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なっている。PPG 中では、傾斜により調査の必要性の有無を決定しているものの、地質工

学の専門家がいないため調査結果の評価ができない状況にあるなどの課題を抱えている

ため、これらの課題に配慮した PPG の提言を行う必要がある。 
 
（4） 他ドナーの動向 

インド洋委員会（IOC）が、加盟 5 ヶ国を対象とする「南西インド洋地域自然災害リスク軽減

プロジェクト」を計画しており、プロジェクトマネジメントにあたるコンサルタントの選定が終

わったところである。「モ」国においてはチトラクートの地すべり対策が計画されていたが、今

回の調整の結果、チトラクートにおける調査や対策の立案は JICA の技術協力によって行うこと

とし、IOC 側はその成果の共有・普及を行うこととした。 
UNDP と日本政府の共同事業である Africa Adaptation Program（AAP）によって、2012 年前半に

地すべり、洪水、海岸の浸水等のリスクアセスメントとハザードマップ作成が計画されている。

地すべりについては、危険地域が GIS 上に表示される計画であるため、この成果を活用しつつ、

本プロジェクトを進めることとなった。 

2-4-2 海岸保全分野 

（1） 沿岸環境 
1） 概要 

モーリシャスの海岸概要を表  2-36に示す。本プロジェクトの対象地域であるモーリシャス島の

海岸線は、496km、サンゴ礁面積は 300km2であり、モーリシャス島の海岸はリーフに囲まれてい

るといってよく、リーフは良く発達している。特に、東海岸ではリーフ幅が 5km に及んでいる。

一方で、南海岸のリーフは、他の海岸と比較して狭く、高波やサイクロンの影響を受けやすい海

岸といえる。 

表 ‎2-36 モーリシャスの海岸概要 

全国海岸線延長 496 km  

モーリシャス島海岸線延長  322 km  

保護するサンゴ礁延長 150 km  

サンゴ礁面積 300 sq.km  

ラグーン面積 243 sq.km  

沿岸湿地数 203  

マングローブ地域 145 ha  

ラムサール登録地 2  

海洋保護区 7,216 ha  

海洋公園数 2  

漁業保護区数 6  

公共海岸公園数 90  

公共海岸公園の海岸線延長  26.6 km  
出典：環境・持続開発省 
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2） 海岸形態 
モーリシャス島の海岸は、以下の海岸形態、若しくは、これらの組み合わせで構成されており、

多岐に亘っている。 

 砂浜海岸 

 生物起源砂質 

 陸生起源砂質 

 礫浜海岸 

 砂泥海岸 

 岩礁海岸 

 湿地 

 マングローブ 

 人工構造物 

 
最も海岸線延長が長い海岸形態は、砂浜海岸である。砂浜海岸には、有孔虫やサンゴ、貝殻等

起源の砂浜と岩石など火成岩等からなる陸生起源の砂浜海岸がある。また、北海岸及び北東海岸

では、ビーチロックの発達がみられる。海岸入江や東海岸のリーフ幅が広い海岸では砂泥海岸が

見られる。岩礁海岸は波当たりの強い南海岸に分布しており、マングローブは、主に東海岸に分

布している。 

3） サンゴ礁環境 
モーリシャス国では、それまで盛んに行われてきたサンゴ砂やサンゴ塊の採掘が 1982 年

Removal Removal of Sand Act 及び 2002 年 内閣決定により、サンゴ砂、サンゴ塊の採掘は禁止と

なり、現在は、陸域からサンゴ砂を採掘し、養浜などに使っている。主要なサンゴ砂及びサンゴ

塊の採掘場としては、以下の４ケ所が挙げられている。 

 Grand Gaube 
 Poudre d’Or 
 Mahebourg 
 Grand Rivire  

 
漁業・ロドリゲス省によると、省のモニタリングの結果、ほとんどの採掘跡ではサンゴが再生

しつつあると言っている。 
漁業・ロドリゲス省では、サンゴ礁のモニタリングを 1998 年から行っている。サンゴ調査方法

は、JICA の Albion Fishery Research Center Project で日本人専門家が提案しているライントランセ

クト法で、12 サイト（2 ライン/サイト）で実施している。しかし、漁業・ロドリゲス省では、空

間的なサンゴ調査は行っていないが、モーリシャス海洋研究所（Mauritius Oceanography Institute）
では、Grand River South East から Blue Bay 間の直線距離 16km の南東海岸において、空間的なサ

ンゴ礁調査を行っている（Mapping of the Marine Habitat of the South -Eastern Coast of Mauritius, Blue 
Bay Grand River South-East）。 
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近年のサンゴの白化現象は、モーリシャスにおいても観察されている。Status of Coral Reefs of 
the World 2000 によると、1998 年 3 月から 5 月にかけてのモニタリング結果によると、サンゴの

白化現象は Tro aux Biches を含む 2 サイトのモニタリングサイトでは、白化現象が見られたサン

ゴは 6%以下であり、部分的な白化は 27%であり、他のインド洋委員会国の被害と比べると軽微

であったとしている。また、同年の 36 サイトの調査においても、白化現象はみられるも、顕著な

被害はなく、むしろボートやアンカリングによる人為的被害やサイクロンによる被害の方が大き

いと言われる。その後にもサンゴ白化現象が、2001 年、2004 年、2009 年に観察されている（漁

業・ロドリゲス省）が、全体で約 50％のサンゴが再生しているとわれ、特に、Belle Mare では 17%
が再生しており、最も再生が早いとされている。 
調査期間中、調査団は海岸、船上及びシュノーケリング調査によってサンゴの保全状況を調査

した。その結果、以下のことが分かった。モーリシャス島のサンゴ礁は、波当たりの強い南海岸

やリーフ幅に狭いリーフ内のサンゴが比較的保全されている。概観すると降雤量が比較的多く、

丘陵地が迫っている東海岸は、西海岸と比較するとサンゴの保全度が低い。ただし、Blue Bay 海
洋公園や St. Fleix 等の海域では、サンゴは良く保全されているといっても良い。一方で、公共海

岸公園として人気の高い Flic en Flac や Belle Mare 等では、遊泳客によるサンゴの踏付けやアンカ

ーによるダメージが見られた。また、海水交換の悪い Grand Bay や近傍に水質汚濁源があるよう

な Belle Mare では緑藻が繁茂しており、サンゴの生育も悪いことが観察された。 
図 2-30 にサンゴの生育状況について示す。 
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4） マングローブ 
マングローブは、東海岸に主に分布している。また、漁業・ロドリゲス省や NGO などがマン

グローブの植林活動を行っている。モーリシャス島に生育しているマングローブは以下の 2 種で

あり、沖縄の 7 種、東南アジアでの種類数が 200 種（研究者により、マングローブの定義が異な

り、種類数が異なる場合がある）と比較すると貧相であるといえる。 

 Phizophora macronate（オウバヒルギ） 
 Buruguiera symnorrhiz（オヒルギ） 

 

 

 

 
Revire des Creoles の北方  Poudre D’ Or (RECOMAP サイト 

マングローブ植林地と説明板 
 

5） 沿岸環境問題 
モーリシャス島における沿岸環境問題について、ヒアリングした結果を表に示す。ヒアリング

によると環境・持続開発省及び漁業・ロドリゲス省が認識している沿岸環境問題は多岐に亘る

（表  2-37）。調査団は、資料収集、ヒアリング、現地踏査によって、モーリシャス島の沿岸環境

問題として、以下を挙げることができる。 

 不法な海岸構造物の建設 
 海岸へのアクセスの困難 
 混み合っている海岸空間利用 
 工場排水、家庭雑配水のリーフ内への流入 
 ごみの投棄 
 リーフ内の水質汚染 
 車両の砂浜海岸への侵入 
 アンカリング、踏み付けなどによるサンゴの破壊 
 陸上土砂の海岸への流入 

 
これらの沿岸環境問題は、相互に関係し、図 2-31 に示すような問題の構造があることが分かる。

例えば、リゾートオーナーや住民が海岸侵食を恐れ、海岸に構造物を作ることによって、逆に、

海岸侵食を引き起こし、これに抗するために更に、構造物を建設するような悪循環がみられる。
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また、家庭雑排水のリーフへの排出やボートやアンカリングによってサンゴ礁にダメージを与え、

これが海岸侵食や漁業資源、観光資源の価値を下げるとともに、海岸侵食により、国土や国民の

財産の消失につながる。 

表 ‎2-37 ヒアリング調査によって挙げられた沿岸環境問題 

省庁 沿岸環境問題 
環境・
持続開
発省 

 サンゴ礁の破壊（アンカリング等。以前はサンゴ採掘、サンゴ砂の採掘があったが、
現在は不法行為となっている） 

 雤水によるラグーン内の堆積 
 海岸侵食 
 不法な海岸背後地の湿地帯の埋立 
 ゴミの海岸への打ち上げ 
 油流出 
 農業からの流出 
 気候変動と海面上昇 
 自然災害（サイクロン、うねり） 
 不法漁業、過剰漁獲 
 沿岸域の規制できない開発 
 不法な排水 
 観光開発 

漁業・
ロドリ
ゲス省 

 大雤時の陸上土砂の流出によるサンゴ礁への土砂の堆積 
 近年、サトウキビ農地が開発され、土砂流出が生じるようになった 
 富栄養化によるリーフ内水質の汚濁とサンゴ礁環境の悪化 
 農薬や工場からの排水などによる水質汚濁（この他に下水排水と推測される水質汚

濁がある） 
 

 
図 ‎2-31 モーリシャス島における沿岸環境問題 
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沿岸環境問題 (1) 
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沿岸環境問題(2) 

 
（2） 海岸保全 

関係機関に対するインタビューによると、海岸保全に関わるプロジェクトの実施や問題の解決

などを他省庁との調整によって対応していることをどの省庁も言及しており、横の連携を重視し

ていることが伺えた。しかしながら、海岸保全に対する責任の所在が明確になっていないという

ような点も見受けられた。例えば、観光開発ゾーンの範囲、設定理由など、観光省がイニシアテ



‎第 2章 モーリシャス国における当該セクターの現状と課題 

2-81 

ィブを取っているものと思われたが、観光省では関連情報を住宅・土地省に問い合わせるように

言われる事などがあった。また、水質モニタリングでは、漁業省がリーフ内（ラグーン内）につ

いて、環境・持続開発省では排出先の河川などの水域について、Waste Water Management Authority
では工場排水について、共同でモニタリングを実施していると言っているが、分析方法が異なっ

ていたり、キャリブレーションも各々の機関が別々に行うなどデータの精度管理の面で問題を残

しており、単純にデータの比較ができない状況である。 

2-5 モーリシャス国防災分野への JICA・日本の援助 

2-5-1 地すべり対策 

1986 年から 87 年にかけて首都ポートルイスの西部に位置するラ・ビュッテ地区で大規模な地すべ

りが発生し、1,500 軒の家屋が破損するとともに、4 本の主要送水管（首都に供給される水の 95%）

と高圧電線（首都に供給される電力の 65%）が切断される大災害となった。これを受けて我が国は、

1988 年 9 月 2 日から 9 月 24 日まで、5 名の短期専門家を派遣し、「ラ・ビュッテ地区地すべり対策

調査（短期専門家）調査報告書」をまとめるとともに、現況把握とモーリシャス政府に対する対策の

提言を行った。また、その結果を受けて、｢ポートルイス市地すべり対策計画調査｣（開発調査：1989
年 4 月～1990 年 7 月）により計画立案を行うとともに、「ポートルイス市防災対策事業」（円借款：

1994 年承諾。1998 年完工）を実施し、同地区の地すべり防止に貢献した。円借款事業の事後評価の

結果は、以下の URL で公開されている。 
http://www.jica.go.jp/activities/evaluation/oda_loan/after/2002/pdf/project_57_allj.pdf 

2-5-2 モーリシャスに対する援助方針 

「モ」国は、政治的に安定しており、良好な投資・経済環境（アフリカ諸国の中では、「Doing 
Business」で最上位）を維持していることから、南部アフリカ開発共同体（SADC）、東南部アフリ

カ開発共同体（COMESA）、インド洋委員会（IOC）の加盟国として、南アフリカ共和国と並んで、

南部アフリカ地域及びインド洋地域における経済発展の先進事例となり得る国である。また、地理的

な位置やインド系住民が過半を占めるという特徴から、アジア経済のダイナミズムをアフリカにつな

ぐ「架け橋（ゲートウェイ）」としての役割や、モーリシャスを拠点とした対アフリカ支援の実施も

検討可能と考えられる。我が国との関係では、広大な排他的経済水域を擁しており、入漁関係国とし

ても重要な国である。 

南西インド洋に位置する島嶼国であり、TICADIV 議長サマリーで言及された「島嶼国に対する特

別な配慮」に該当する国である。 

近年の経済発展に伴い、「高中所得国」カテゴリに含まれているため、資金協力については困難と

なりつつあり、技術協力を中心とする支援を行っていくこととなる。 

JICA の協力方針としては、援助重点分野を「環境」とし、協力プログラムとして「環境・気候変

動対策・防災プログラム」を立てている。「環境」という開発課題の中でも、特に気候変動対策に重

点を置いた取り組みを行うこととしており、「モ」国が各種自然災害に対し脆弱であることに鑑み、
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地すべり対策、海岸保全といった各プロジェクトを「防災」という観点で整理し、案件間の連携を図

りながら効果的な協力プログラム運営を実施する方針である。その際、日本・UNDP 共同枠組による

「アフリカ気候変動適応支援プログラム（AAP）」との連携も意識しつつ、一貫性のある協力による

開発効果の最大化を目指すこととしている。 

2-6 他ドナーの動向 

「モ」国では、複数の援助機関が気候変動や海

岸保全の協力事業を実施している。気候変動に関

して実施されている主な支援は、「日本政府・

UNDP 共同枠組みによるアフリカ気候変動適応

策 支 援 プ ロ グ ラ ム （ Africa Adaptation 
Program;AAP）」、「インド洋委員会（Indian Ocean 
Commission;IOC）による ACCLIMATE（気候変動

適応）プロジェクト」及び「IOC による自然災害

リスク管理プロジェクト」である。 

EU（欧州連合）は、IOC を通して海岸保全プロ

ジェクト（ReCoMaP－IO：Regional Programme for 
the Sustainable Management of the Coastal Zone of 
the Countries of the Indian Ocean, 2006-2011）を支援している。この ReCoMap-IO プロジェクトは、総

額 18 百万ユーロの事業予算で、ケニア、タンザニア、マダガスカル、コモロ、セーシェル、モーリ

シャスの NGO 等からプロポーザルを募り、海岸保全等に関わる小規模なプロジェクトが実施された。

モーリシャスにおいては、ReCoMap-IO プロジェクトにより実施された海岸は東側にある Poudre d'Or
の 1 箇所のみであり、図 2-32 に示すような石積式の緩傾斜型護岸工とその背後地の植栽工が実施さ

れている。 

なお、日本の資金で実施される UNDP のプロジェクトは、2012 年から 5 年間の海岸保全プロジェ

クトを実施する予定である。 

地すべり分野については、以下の協力が行われている。 

（1） インド洋委員会（IOC） 
インド洋委員会（IOC）が、加盟 5 ヶ国を対象とする「南西インド洋地域自然災害リスク軽減

プロジェクト」を計画しており、プロジェクトマネジメントにあたるコンサルタントの選定が終

わったところである。「モ」国においてはチトラクートの地すべり対策が計画されていたが、今

回の調整の結果、チトラクートにおける調査や対策の立案は JICA の技術協力によって行うこと

とし、IOC 側はその成果の共有・普及を行うこととした。 
資金ソースはフランス開発庁（AFD）が中心となっており、プロジェクト実施に先立ってプロ

ジェクトの F/S が行われている。 

（2） Africa Adaptation Program（AAP） 
UNDP と日本政府の共同事業である Africa Adaptation Program（AAP）によって、2012 年前半に

 

図 ‎2-302 ReCoMap-IO により実施された緩傾 
斜型石積護岸工および背後の植栽工 



‎第 2章 モーリシャス国における当該セクターの現状と課題 

2-83 

地すべり、洪水、海岸の浸水等のリスクアセスメントとハザードマップ作成が計画されている。

地すべりについては、危険地域が GIS 上に表示される計画であるため、この成果を活用しつつ、

本プロジェクトを進めることとなった。 
AAP によるプロジェクトの概要は以下の通りである。 

 案件名：モーリシャス共和国における防災のための浸水、洪水、及び地すべりのリス

ク、ハザードマップ、戦略的枠組み及び行動計画の作成 
 

 主要な目的： 
- 気候変動に関連するリスクの分類 
- リスクの分析 
- 洪水、浸水、地すべりに関連する影響の社会経済的分析 
- 都市計画、開発、及び統治に対するリスク管理の統合のためのリスクマップ作成

及び提言 
- 防災能力向上 

 
 主要な活動 

- モーリシャスの現況の総合的な分析 
- 洪水、浸水、及び地すべりのハザードの概要把握 
- 暴露評価 
- 脆弱性評価 
- 被害額想定と分析 
- 危険度の高い地域の特定と防災及び気候変動に関するオプション 

 
 実施期間 6 カ月 

- フェーズ 1：作業計画/方法の準備 1 ヶ月 
- フェーズ 2：モーリシャスの現況の分析 1 ヶ月 
- フェーズ 3：洪水、浸水、地すべりのリスク概要の作成 2.5 ヶ月 
- フェーズ 4：防災の戦略的枠組みと行動計画の作成 1.5 ヶ月 





 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３章 プロジェクト・デザイン 
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第3章 プロジェクト・デザイン 

3-1 概要 

3-1-1 海岸保全 

（1） 事業の目的 
本事業では、モーリシャスにおいて海岸保全計画を策定し、優先地域を選定して詳細調査をお

こなうとともに、実証事業および継続的なモニタリングを実施し、モーリシャス国政府関係機関

の海岸保全・再生に関わる能力向上を図ることを目的とする。 

（2） 調査期間 
2012 年 4 月～2015 年 6 月（計 39 ヵ月） 

（3） 協力相手先機関 
環境・持続開発省 
Ministry of Environment and Sustainable Development（MoESD） 

 
（4） 計画の対象（対象分野、対象規模等） 

対象地域：モーリシャス島、ロドリゲス島3 

対象人口：120 万人 
対象分野：防災 

 
（5） 調査項目 

本協力は４つのコンポーネントに分けて実施する。 
コンポーネント１では、モーリシャス本島に対する基礎調査として、2003 年及び 2006 年に環

境・持続開発省 ICZM 課が実施した調査資料のレビューを行い、海岸地帯の災害、人為的な環境

影響に関する基礎情報・資料を収集・整理・分析し、海岸侵食の過去から現在にかけての状況変

化、発生の原因およびこれまでの対策の効果を整理する。また、必要な測量調査等を行い、波浪

データ分析、海浜変形過程分析等を実施する。これらの情報・分析を基に海岸環境データベース

を構築する。 
コンポーネント２では、海岸保全計画を策定する。まず、ステアリングコミッティの参加機関

の指針となる海岸保全計画の全体方針として海岸保全戦略を作成し、この方針に基づき、海岸保

全計画を構成する５つの計画（海岸保全・再生計画、海岸空間管理計画、リーフ環境保全計画、

海岸管理制度・体制計画、IEC（Information, Education and Communication）計画）を策定する。策

定に係る実施体制は、関係省庁で構成されるステアリングコミッティにて全体方針や法制化に係

る検討を行い、分野課題ごとにステアリングコミッティに参加する機関の実務者で構成されるサ

ブコミッティ（作業部会）により海岸保全計画に関する技術的な検討を行う。 

                                                        
3 基礎調査、計画策定、モニタリング、実証事業の対象としていないが、同島環境局のスタッフへの技術移転は併せ

て実施する。 
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コンポーネント１で整理された情報・分析結果、及びコンポーネント２で作成する海岸保全戦

略および海岸保全計画に基づき、実証事業及び継続的モニタリングの対象とする優先地域を選定

する。選定にかかる基準は海岸保全計画や社会的な背景等の総合的な指標をプロジェクト期間中

に設定する。 
コンポーネント３では、コンポーネント２で選定した優先地域に対して詳細調査を実施し、実

証事業及び継続的なモニタリングを実施する。その際、環境社会配慮に留意し、関係住民と協議

を行い、住民参加による事業の実施を促進するとともに、実証事業の結果を海岸保全計画に反映

する。実証事業では、OJT を通じた技術移転を行うとともに、海岸保全計画および技術ガイドラ

インをより実践的な内容とするために実証事業結果をフィードバックすることを目的とする。実

証事業では、物理的な対策および非物理的な対策をそれぞれ 1-2 箇所実施する。物理的な対策で

は環境に配慮した新たな工法の提案を目指す。非物理的な対策では、ステークホルダーの合意形

成や適切な土地利用の提案など、社会的・分野横断的な課題への新たなアプローチの提案を目指

す。 
コンポーネント４では実施機関である環境・持続開発省、政府関係機関、学術機関、民間セク

ターを対象とした技術移転を行う。本島に次ぐ大きさを持つロドリゲス島は基礎調査、計画策定、

モニタリング、実証事業の対象としていないが、同島環境局のスタッフへの技術移転は併せて実

施する。コンポーネント１～３の実施を通じた OJT に加えて、ワークショップ、本邦研修を実施

する。加えて、セーシェルで実施中の類似案件「海岸侵食・洪水管理プロジェクト（2010 年 11
月～2014 年 1 月）」との技術交流として、同国の視察やセミナーへの参加を検討する。また、海

岸保全に関する技術ガイドラインを作成する。 
本協力における調査項目は以下の通りである。 

コンポーネント１：基礎調査 
1-1 基礎情報・資料の収集・整理・分析 
１） 海岸保全に関する既往の国家計画 
２） 海岸保全に関する既往の法令・規制・組織 
３） 社会条件（資産、人口、インフラ、土地利用、開発計画等） 
４） 経済条件 
５） 自然条件（気象、海象、地理、生態系等） 
６） 環境社会配慮 
７） 過去の自然災害・被害 
８） 既往の海岸保全施設 
９） 過去の海岸侵食調査結果・対策効果の分析 
１０） 建設資材の調達方法（実証事業で養浜を行う際に必要な砂供給サイトの特定） 
１１） 住民アンケート調査 

1-2 現地調査 
１） 衛星写真入手 
２） 簡易地形測量（海岸地形：砂丘、海浜、マングローブ等） 
３） 波高計・水質計の設置・測定 
４） 水質・底質調査 
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５） 珊瑚礁等沿岸域生態系調査（砂供給機能、消波機能、水質汚濁等ストレス等） 
６） 海浜の植生調査 

1-3 データ分析・解析 
１） 既往データに基づく分析 
２） 波浪データ分析 
３） 海浜変形過程分析 

1-4 現状およびリスクの把握 
1-5 海岸侵食の影響を受けた地域の特定 
1-6 海岸環境データベースの構築 
１） 海岸の特性の把握 
２） 過去および現在のリスク推定 
３） 海岸の類型化 

 
コンポーネント２：海岸保全計画の策定 
2-1 海岸保全戦略の作成 
2-2 海岸保全・再生計画の作成 
2-3 海岸空間管理計画の作成 
2-4 リーフ環境保全計画の作成 
2-5 海岸管理制度・体制計画の作成 
2-6 IEC 計画の作成 
2-7 優先地域の特定による実証事業対象地域の選定 

 
コンポーネント３：実証事業の実施 
3-1 詳細調査の実施（実証事業及び継続的モニタリングの対象とする地域） 
１） 衛星写真入手 
２） 海浜地形横断測量 
３） 深浅測量 
４） 水質調査 
５） 波浪観測 
６） 流速観測 
７） 海浜の植生調査 
８） 住民アンケート調査 
９） 数値シミュレーション（長期的海浜変形予測、短期的海浜変形予測） 

3-2 物理的な対策の計画作成 
１） 設計・メンテナンス計画 
２） 環境社会配慮（EIA 調査、住民参加型ワークショップ等） 

3-3 物理的な対策の実施 
１） ローカルコントラクターの調達 
２） 施工監理 
３） モニタリング・維持管理（工事期間中） 
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3-4 非物理的な対策の計画作成 
3-5 非物理的な対策の実施 
3-6 モニタリング・評価 

 
コンポーネント４：海岸保全管理に係る技術移転 
4-1 海岸保全対策事業に関する技術ガイドラインの策定 
4-2 モニタリング（海浜変形、海岸リーフ環境）に関する技術ガイドラインの策定 
4-3 海岸保全事業に関する EIA ガイドラインの策定 
4-4 ワークショップ・セミナーの実施 

 
（6） アウトプット（成果） 
（ａ）基礎調査により影響を受けている地域が明確化される。 
（ｂ）モーリシャス島における海岸保全計画が作成される。 
（ｃ）海岸保全計画の有効性が実証事業を通じて確認される。 
（ｄ）環境・持続開発省および関係機関の職員の技術能力4が強化される。 

 
（7） インプット（投入）：以下の投入による調査の実施 
（ａ）コンサルタント（分野/人数） 
ア．総括/海岸保全計画 
イ．海岸侵食対策 
ウ．海岸管理 
エ．組織・制度分析 
オ．設計/積算 
カ．施工監理 
キ．参加型海岸管理／IEC（Information, Education and Communication） 
ク．GIS 
ケ．自然条件調査・分析 
コ．海岸地形変化分析 
サ．サンゴ礁保全 
シ．水質管理/環境・社会配慮 
ス．経済/財務分析 
 
各分野／各 1 名、合計約 88 人月 

 
（ｂ）その他 研修員受入れ 
ア．調査用資機材（波高計、流速計、GPS、水質計、GIS ソフトウェア、解析用 PC 等） 
イ．本邦研修（海岸保全計画の策定・管理・対策工の設計等） 
ウ．技術交流（「セーシェル国海岸浸食・洪水管理プロジェクト」（2010 年 11 月～2014 年 1

月）における海岸保全計画策定及びパイロット事業の視察・セミナー等への招聘） 

                                                        
4 対策工事の設計における技術基準に基づいた評価能力、モニタリング計画の作成・実施にかかる能力、関係機関を

コーディネーションする能力、分野・組織横断的な海岸保全計画を作成・実施する能力等。 
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（ｃ）「モ」国側投入 
ア．カウンターパート人員の配置（環境・持続開発省環境局の常勤スタッフ 2 名以上） 
イ．事務所スペースの設置 

3-1-2 地すべり 

（1） 事業の目的 
本事業では、モーリシャスにおいて地すべり対策計画、および公共インフラ・国家開発・陸上

交通・海運省「修繕・修復/地すべり対策ユニット」の事業計画を策定し、その中から緊急性の高

い事業を選定してフィージビリティ調査およびパイロット事業を実施し、モーリシャス国政府関

係機関の地すべり対策に関わる能力向上を図ることを目的とする。 

（2） 調査期間 
2012 年 4 月～2014 年 9 月（計 30 ヵ月） 

（3） 協力相手先機関 
公共インフラ・国家開発・陸上交通・海運省（以下、「インフラ省」） 
Ministry of Public Infrastructure, National Development Unit, Land Transport and Shipping  

 
（4） 計画の対象（対象分野、対象規模等） 

対象地域：モーリシャス島 
対象人口：120 万人 
対象分野：防災 

 
（5） 調査項目 

本事業は５つのコンポーネントに分けて実施する。 
コンポーネント１では、モーリシャス本島において基礎調査を実施し、地すべりデータベース

を作成する。地形図・地質図・航空写真判読により地すべり危険地域を特定するとともに、必要

に応じて物理探査、ボーリング調査等の補足的な調査を実施する。その際、インフラ省および関

係機関の担当者に On the Job Training（OJT）を通じた技術移転を行う。また、「災害スキーム」

に掲載されている 32 か所の地すべり危険地は、住民・地方自治体の通報に基づくものであり、科

学的な調査・判定に基づくものではないため、①大規模な地すべり、②急傾斜地における開発の

進展によって斜面災害のリスクが発生している箇所、および③斜面地における不適切な造成や建

築により斜面災害を誘発している箇所、のいずれの要因によるものかを特定する。 
コンポーネント２では、地すべり管理計画を策定する。地すべりデータベースに基づき地すべ

り危険地を特定し、地すべりの活動度分析・安定度解析・危険度判定を行い、地すべり抑止対策

計画、モニタリング計画を策定する。地すべり対策に携わるステークホルダーの管理体制、技術

能力を強化するため、初期調査のための技術ガイドライン、土地利用や建築の規制に関する「開

発計画政策指針（Planning Policy Guidance（PPG））」の見直しに関する提言、RRU/LMU の組織

強化計画および実務手順書、事業実施計画を策定する。 
コンポーネント３では、優先地域を 1 箇所選定しフィージビリティ調査を実施する。その際、
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環境社会配慮に留意し、ステークホルダーと協議を行い、住民および関係機関も含む総合的な地

すべり対策計画を作成する。 
コンポーネント４では、パイロット事業を実施する。その際、ステークホルダーと協議を行い、

住民および関係機関の参加による事業の実施を促進するとともに、パイロット事業の結果を地す

べり管理計画に反映する。 
コンポーネント５では、実施機関であるインフラ省、政府関係機関、学術機関、民間セクター、

地域住民を対象とした技術移転・啓発活動を実施する。また、インド洋委員会（IOC）と共同で、

国際シンポジウム、セミナー等を通じて南西インド洋諸国との技術交流を行う。 
本協力における調査項目は以下の通りである。 

コンポーネント１ 基礎調査 
1-1 既存資料・情報の収集、整理及び分析 
1-2 地すべりインベントリ調査 

１） 地形図・地質図・航空写真判読 
２） 地すべり予察図作成 
３） 地すべり現地踏査 
４） 一般調査（物理探査、ボーリング調査、地質調査など） 
５） 特殊調査（すべり面調査、地表変動量調査、地下水調査など） 
６） 地すべり台帳・地すべり分布図作成 
７） GIS 
８） データベース作成 

1-3 構造物・非構造物対策の実態調査 
１） モニタリング手法 
２） 警報基準、伝達手段 
３） 避難支援体制、住民意識 
４） 危険地における土地利用規制、住民移転状況 

1-4 社会調査 
1-5 組織・制度に係る調査 

１） 法制度 
２） 地すべり関係機関の役割分掌 

1-6 経済調査 
 

コンポーネント２ 地すべり管理計画の策定 
2-1 地すべりデータベースに基づく地すべり危険地の特定 
2-2 地すべり活動度のモニタリング・分析 
2-3 安定解析 
2-4 危険度判定 
2-5 地すべり抑止対策計画の策定 
2-6 モニタリング計画の策定 
2-7 既存の早期警報システム及び避難手順のレビューと提言の作成 
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2-8 初期調査のための技術ガイドラインの策定 
2-9 開発計画政策指針（PPG）のレビューおよび提言の作成 
2-10 技術ガイドラインを含む実務手順書の策定 
2-11 RRU/LMU の組織強化計画の策定 
2-12 事業実施計画の策定 
2-13 ステークホルダー会議 
2-14 技術移転セミナーの開催 

 
コンポーネント３ 優先地域におけるフィージビリティ調査（F/S）の実施 
3-1 優先地域の選定（1 か所） 
3-1 優先地域における F/S の実施 

１） 防災計画 
２） 施設計画・設計 
３） 組織・運営計画 
４） モニタリング計画 
５） ステークホルダー会議 

3-3 事業評価（技術、経済、社会面） 
3-4 環境影響評価（EIA） 
3-5 技術移転セミナーの開催 
3-6 資金調達の促進 

 
コンポーネント４ パイロット事業の実施 
4-1 対象地域の選定及び設計 
4-2 ステークホルダー会議 
4-3 パイロット事業の実施 
4-4 地すべり管理計画および F/S へのフィードバック 

 
コンポーネント５ 技術移転 

 
（6） アウトプット（成果） 

(a) 地すべり管理計画が策定される。 
(b) フィージビリティ調査（F/S）とパイロット事業が実施される。 
(c) 修繕・修復ユニット／地すべり対策ユニット（RRU/LMU）スタッフおよびその他関係機関担

当者の地すべり管理に関する技術能力が強化される。 
 
（7） インプット（投入）：以下の投入による調査の実施 

(a) コンサルタント（分野／人数） 
ア．総括/地すべり対策計画 
イ．地すべり調査・分析 
ウ．地すべりモニタリング 
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エ．組織/キャパシティディベロップメント 
オ．都市計画・土地利用の政策・計画 
カ．GIS/測量 
キ．物理探査 
ク．IEC（Information, Education and Communication） 
ケ．施設設計/積算 
コ．環境社会配慮 

 
各分野／各 1 名、合計約 80 人月 

 
(b) その他 研修員受入れ 
ア．調査用資機材（測距儀、GPS、実体視鏡、GIS、パソコン等） 
イ．研修員（地すべり対策計画の策定・管理にかかる本邦研修等） 
 

(c) 「モ」国側投入 
ア．カウンターパート人員の配置（インフラ省より土木工学/地盤工学技術者の常勤スタッフ最

低 2 名） 
イ．事務所スペースの提供 
 

3-2 先方実施機関 

3-2-1 海岸保全 

本プロジェクトの関係機関は多岐に亘るが、環境・持続開発省の総合海岸保全（ICZM）課が中心

となる。総合海岸保全課には以下の 1 名の課長、4 名の課員がいる。図  3-1にあるように、ほとんど

の職員は生物関連のバックグランドをもっており、海岸侵食のような海岸工学の専門の教育を受けた

職員はおらず、On the job training でスキルを向上させているものを考えられる。しかしながら、課員

の知識と熱心さは、非常に高く、定性的ではあるが、海岸の事象を論理的に説明することができる。

また、現場にもよく行っており、現地事情にも詳しい。また、本調査期間中、環境・持続開発省から

２名の専属スタッフを提供すると申し出があり、彼らのやる気を感じる。 

総合海岸保全課の役割は、沿岸管理であるが、同課の人員は５名と尐なく、前述したように総合的

な沿岸管理を行うには、技術的能力には限界がある。従って、コンサルタントに委託する場合が尐な

くない。例えば、海岸侵食対策の設計、工事監理はコンサルタントに発注している。しかし、発注し

たコンサルタントの成果を評価するのは難しく、Grand Baie の工事では設計が過剰であるとの指摘や

周辺景観を悪化させていると評判が悪い。総合海岸保全課の職員には、コンサルタントの成果の妥当

性が科学的に評価できるくらいの業務能力が必要である。 

本プロジェクトでは、特に、海岸侵食のための技術指針、ハンドブック等の作成を強く希望してい

る。また、総合海岸保全課の向かう総合的な沿岸管理をする上での指針を強く要望している。 
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図 ‎3-1 環境・持続開発省総合海岸保全課の人材 

 
海岸侵食対策については、最近、幾つかの公共用海岸で緩傾斜の石積護岸（rochrevetment）、砂の

補充（beach recharge; 同じ海岸で堆積している地区から砂を採取し、侵食している地区に砂を補充す

る、サンドバイパス工法）や植栽を実施している。これらの対策は、2003 年に Biard 社が実施した

海岸侵食調査の提言を受け、実施している。 

沿岸のモニタリングについては、ラグーン内の水質、生態系は Ministry of Fishery and Rodrigues の 
Albion Fisheries Research Center が実施し、河川の水質は MoESD の National Environmental Laboratory
が実施している。なお、ラグーンの堆積物は実施されていない。 

海岸保全計画の策定にとって重要な海岸地形の変化や対策後の効果を把握するための海岸地形の

モニタリングは、最近、一部の海岸で Ministry of Housing and Lands が協力し、地形断面測量を行っ

ていたが、マンパワーの不足もあり継続されていない。以前は、写真撮影によるモニタリングしか実

施されていない。また、海岸保全に関するモニタリングのガイドラインは、モーリシャスで作成され

たものは無い。なお、他国（アメリカ、オーストラリア等）のガイドラインが参考として収集されて

いる。 

このように、ICZM では海岸侵食調査、海岸保全計画の策定、モニタリング調査について、彼ら自

身が実施した経験が非常に乏しい状況にあり、提供されたデータや対策案に対する妥当性を判断する

には、これらの実務経験が非常に尐ないことが伺える。  

モーリシャスには、港湾、道路、上水道等の建設事業を監理できる民間コンサルが幾つかあるが、

パブリックビーチで最近実施されているような緩傾斜の石積護岸や beachrecharge の工事はこれらの
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コンサルが MoESD から受け、工事を監理している。なお、海岸構造物の設計に関るガイドラインは

モーリシャスで作成されたものは無く、他国のものを参考にしている。しかしながら、波浪等の外力

条件が特異なモーリシャスでは、当該国に適した海岸保全施設を検討するには、モーリシャス独自の

設計ガイトラインが必要と考えられる。 

3-2-2 地すべり 

実施機関： インフラ省 
能力： インフラ省自体は、予算も豊富で一般的な能力も高いと思われる。ただし、地すべりに

ついては 2009 年に地すべりユニット（LU）が設立されたものの、修繕・復旧ユニット

（RRU）との兹務であり、予算も確保されていない状況にある。また、地すべりの経験

も無く地すべりユニットの設立にあたっても、どこから手を付けてよいかわからない、

という状況にある。 
さらに、地すべりユニットが設置された、インフラ省公共インフラ局土木部の技術者は

ほぼ土木技術者（Civil Engineer）であり、地質工学の専門家（Geotechnical Engineer）は

いない状況にある。これは、インフラ省だけでなく「モ」国自体に地質工学の専門家が

極めて尐ない状況を反映しているものである。 
ただ、個人の能力は高いと思われ、現在の地すべりユニット（LU）の担当者は、斜面の

安定については非常に良く理解しているように見受けられる。尐なくとも大学（工学部）

では地質工学の講義があることと、斜面安定問題は土木の分野であることが影響してい

るものと思われる。 
したがって、土木技術者に対して地質工学の知識・能力を向上することによって、十分

地すべりに関する能力向上は図ることが可能と考えられる。 
地質工学分野に関しては、モーリシャス大学等の関与も考慮して、能力強化を図ること

とする。 
実施体制： MPI 内に 6 名のエンジニアから成る地すべり対策ユニットが組織されているが、公共建

築の修繕を担当する Repair and Rehabilitation Unit との兹務体制となっている。MPI から

は、ポストの増設は一般には難しいものの、日本側からのレター等のサポートを得て体

制を強化していきたいとの意向が示された。地すべり対策ユニットの活動計画や組織体

制については、プロジェクト内で詳細を検討することとなるが、プロジェクト開始にあ

たって必要となる人員については、早期に体制を検討し、確保を求めていく必要がある。

MM 署名においては、プロジェクト期間中に専属の土木／地質工学技術者を最低 2 名配

置することを合意した。 
モーリシャスにおいては、地すべり等の斜面災害が多く見られるのに対し、地質工学の

専門家は極めて乏しく、MPI 内部においても土木技術者が対応しており、地すべり等に

対する知見や取り組みは大きく立ち遅れている。先方からも本プロジェクトに対する大

きな期待が表明され、実施する意義は大きいと思われた。 
このように、地すべり等を扱う地質工学分野においては、人材不足が深刻であるため、

モーリシャス大学の地質の専門家の参画を得るとともに、学生にも現場の視察を与える

など、教育面も通じた人材育成の可能性について検討する必要があると思われ、ミニッ
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ツに記載した。 

3-3 対象地域 

3-3-1 海岸保全 

本プロジェクトの対象地域は、モーリシャス島であり、「コンポーネント１：基礎調査」及び「コ

ンポーネント２：海岸保全計画の策定」については、モーリシャス島全域を対象に実施する。「コン

ポーネント３：実証事業の実施」は、実証事業のサイトで行う。想定される実証事業は、物理的コン

ポーネント 1～2 ヶ所、非物理的コンポーネントを 1～2 ヶ所を想定している。事前調査では、表  3-1
に示す地域で物理的及び非物理的対策の実証事業を行うことを議論したが、海岸保全計画によって、

事業の場所及び事業内容を決定する。 

なお、ロドリゲス島については、本プロジェクトの直接的な対象とはしないが、現地踏査レベルの

調査を行い、必要に応じて、ロドリゲス島の環境管理ユニットへ助言を行う。 

表 ‎3-1 想定される実証事業の場所と事業内容 

物理的コンポーネント  
 ハードコンポーネント 優先海岸において養浜工や他の工法を実施し、これを比較する 

 Grand Sable, Baie du Cap, St. Flelix → 砂、礫養浜工 
 Poeneuse → rock revetment 

 ソフトコンポーネント 望ましい公共海浜公園のモデル化 
 St. Felix → 養浜工、道路撤去 

非物理的コンポーネント  
   D' Esny, Roches Noires：県レベル、若しくは、コミュニティ

レベルの海岸保全モデル開発 
 海岸保全に関わるコミュニティ、地域住民、ホテル関係者

に対する啓発・情報発信活動 等 
 

3-3-2 地すべり 

「災害スキーム」によれば、「モ」国には 32 ヵ所の地すべり危険地域がリストアップされている。

基礎調査は、これらを含むモーリシャス本島全域を対象とすることとする。 

これらの危険地域のうち、現状でもっとも優先度が高いと考えられる地域はチトラクートであり、

パイロットプロジェクト事業は現時点ではチトラクートで実施することとする。 

3-4 実施方針 

3-4-1 共通 

（1） 環境・気候変動・防災プログラムへの位置づけ 
「海岸保全・再生に関する能力向上プロジェクト」及び「地すべり対策プロジェクト」は、JICA

の環境・気候変動・防災プログラムに位置づけられている。同プログラムは、「モ」国政府の戦
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略である気候変動適応策及び防災分野へ貢献することを目的としており、他に「モーリシャス気

象サービス計画」（無償資金協力。協力準備調査実施中）や採択済みの案件「気候変動対策に係

るセクターアプローチ」（技術協力プロジェクト）が含まれている。 
他のプロジェクトの内容、進捗、方針等についても JICA との密な連絡により把握し、JICA の

プログラムとしての一体的な対応及び発信に努める。特に、「モ」国政府国家環境委員会への出

席や同委員会に対する提言など、政策レベルへの働きかけを統一的に実施する。 
また、同プログラムに含まれる案件は、気候変動適応策支援として相互に関連を有しており、

相乗効果を追求し、より大きなインパクトの発現を目指すことが可能である。例えば、無償資金

協力による気象ドップラーレーダーの導入は、強雤域やサイクロンの位置、進路、速度等をより

正確に把握することを可能にするため、地すべりに係るモニタリングや警報、海岸保全における

被害のアセスメントや分析等に貢献する。また、地すべり対策と海岸保全対策は、いずれも地域

的な開発のコントロールの観点から対応することが重要であり、住宅・土地省（MHL）と連携し

つつ、開発や建築に係るガイダンス（Policy Planning Guidance）の中に、対策を統合していく必要

がある。これらの相乗効果の発現を意識して業務を進める。 

（2） 気候変動適応策支援としての位置づけ 
我が国の「モ」国に対する気候変動対策としては、UNDP と日本政府の共同事業である Africa 

Adaptation Programme（AAP）によって政策策定の支援や能力強化を支援しており、本業務に含ま

れる 2 つのプロジェクトは、AAP による基盤づくりを踏まえ、「モ」国の防災分野において特に

重要な課題となる地すべり、海岸保全について、掘り下げた支援となる。これにより、「モ」国

の気候変動対策に関して、政策や戦略に係る上流部分から、セクターを特化した具体的な計画策

定や能力強化まで、包括的な支援を進める方針である。首相府（PMO）、財務・経済発展省（MoFED）、
MoESD 等の主要関係機関に定期的に説明を行うなど、気候変動適応策支援としてのプレゼンスの

向上を意識する。 
また、2011 年 11 月に行われた詳細計画策定調査においては、「モ」国政府が AAP の活動の一

環として、気候変動に係る政策・戦略・アクションプランの見直しを 2012 年に行う計画を有して

いることを確認している。本活動に際してはハイレベルの検討委員会を設ける予定とのことであ

る。また、1990 年に一度組織されたが 1996 年以来活動を休止している「国家気候変動委員会」

を改めて法律によって設立する計画が MoESD のイニシアティブによって進められており、2012
年 6 月にも国会に提出される見通しであることを確認している。これらの気候変動対策に係る政

策の全体的な動きをフォローしつつ、各プロジェクトの先方実施機関を通じてインプットを行う

とともに、国家気候変動委員会を通じて我が国のプロジェクトの成果について情報共有し、認知

と実行に向けた働きかけを行っていくなど、政策レベルの動きを有効に利用していくことに努め

る。 

（3） 策定した計画の実施に向けた働きかけ 
本業務では海岸保全計画や地すべり管理計画を策定し、地すべりについては優先プロジェクト

の F/S も行うが、「モ」国は所得レベルが向上しつつあり、今後我が国の政府開発援助による資

金協力（円借款、無償資金協力）は供与が困難となる見通しである。これらの計画策定にあたっ

ては、「モ」国の予算、人員、技術レベル等を考慮に入れて実現可能性を確保する。 
また、「モ」国は既に UNDP の仲介によって適応基金（Adaptation Fund）にアクセスするなど、
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他ドナーの支援や気候変動適応策支援のための資金メカニズムを利用して事業を進めている。こ

れらの資金リソースへのアクセスについても、関連の深い UNDP およびインド洋委員会（Indian 
Ocean Commission: IOC）は本プロジェクトのステアリングのメンバーであることから、計画の実

施に向けた他ドナーのリソースとの連携について、具体的な議論を行う。 

（4） 関連する他のプロジェクトとの連携 
「モ」国に対する気候変動適応策支援としては、AAP のほかに IOC による「南西インド洋地域

自然災害リスク軽減プロジェクト」、UNDP の支援による適応基金を用いた「海岸地域気候変動

適応プログラム」などがある。これらのプロジェクトとは、重複を避けつつ連携を図っていくこ

とで、「モ」国側実施機関、IOC、UNDP と合意しており、JICA、IOC、UNDP がそれぞれのプロ

ジェクトで設置するステアリングコミッティに、それぞれがオブザーバーとして参加することが

決定しており、R/D で明文化されている。IOC、UNDP 等とは緊密に情報共有を図りつつ、プロ

ジェクトを進める。プロジェクト毎の連携の詳細は後述。 

（5） 本邦研修の実施 
「モ」国側関係機関の能力開発支援の一環として、プロジェクト活動に参加する人員に対する

本邦研修を実施する。海岸保全及び地すべり対策分野は、経験工学的なアプローチで計画の策定・

実施管理・モニタリングが行われていることから、両分野で豊富な経験を持つ我が国の事例、経

験、ノウハウを直接的に学び・習得する機会は、重要かつ必要なコンポーネントである。 

（6） 地域内への波及効果 
南西インド洋諸国はいずれも似たような条件を有しているが、小国家であるため人材不足や能

力不足といった共通の課題を抱えている。そのため、2 つのプロジェクトでは地域内の近隣国へ

の波及効果や技術交流を組み込む計画となっている。「地すべり対策プロジェクト」については、

IOC のプロジェクトを通じた域内への波及を計画しており、「海岸保全・再生に関する能力向上

プロジェクト」については、セーシェルにおける JICA の技術協力との技術交流を計画するとと

もに、適応基金のプロジェクトによる域内への波及を検討することとしている（詳細は後述）。

これらの取り組みにより、「モ」国内のみならず、地域内への波及効果を発揮するよう工夫して

いくこととする。 

（7） 東日本大震災の教訓の反映 
2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の発災を踏まえ、JICA では「地震・津波に対する効果的アプ

ローチの検討（プロジェクト研究）」（2011 年 4 月～2012 年 3 月）を実施している。東日本大震

災のレビューを通じて、自然災害リスクに対する災害対応力と実際の災害対応能力の間には様々

な「災害ギャップ」があったことを整理し、「Risk Literacy」、「Redundancy」、「KAIZEN（改

善）」の 3 つのアプローチをプリンシプルとして取り入れることで、防災対策の質の向上を図っ

ていくことを提案している。本プロジェクトは災害種が異なるが、防災対策において必要となる

視点には類似性があると考えられるため、本プロジェクト研究の成果も踏まえつつ、震災の教訓

を反映させた業務や計画策定を行う。また、技術移転セミナー等の機会を捉えて、震災から得ら

れた防災に関する教訓のうち「モ」国においても適用可能と思われる知見について、積極的に発

信を行う。 
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（8） 広報 
防災においては、市民に向けた広報を通じて啓発を行うことが極めて重要であり、市民の海岸

侵食や地すべりに対する関心も高い。本プロジェクトの意義・活動内容と成果が「モ」国及び我

が国の国民に理解されるよう、またそれを通じて防災に対する啓発活動としての成果も上がるよ

う、様々な機会を捉えて、先方実施機関とともに効果的な広報に努める工夫を行う。 

（9） ジェンダーへの配慮 
過去の災害事例より導き出された教訓として、災害リスク、被災パターン、被害内容、被災後

の影響等は、男女間（及びコミュニティ内の構成員間）で異なることが多く、また救援ニーズも

男女で異なることから、防災におけるジェンダー視点の重要性が認識されている。したがって、

社会経済条件調査では、男女別データを収集してジェンダーの視点から分析し、住民説明会の開

催にあたっては、参加者のジェンダーバランスや女性が参加しやすい時間帯・内容に留意する。

実証事業・パイロット事業では、全ての段階で男女の参加を確保し、双方の意見が計画・実施・

モニタリング・評価の各段階に十分に反映されるよう配慮する。必要に応じて、社会経済条件調

査で得られた男女別データやそれに基づくジェンダー分析の結果を実証事業・パイロット事業に

反映する。また、プロジェクト全ての段階において、ジェンダーによる役割分担の相違やニーズ

の違いを踏まえた活動を行う。 

3-4-2 海岸保全 

（1） コンポーネント 
本プロジェクトは、４つのコンポーネントに分けて実施する。各コンポーネントの概要は以下

の通りとする。 

1） コンポーネント１：基礎調査 
モーリシャス本島に対する基礎調査として、2003 年及び 2006 年に MoESD の ICZM 課が実施し

た調査資料のレビューを通じて、海岸地帯の災害、人為的な環境影響、地形・気象等の基礎デー

タに関する基礎情報・資料を収集・整理・分析する。次に、海岸侵食被害が報告されているサイ

ト及び「モ」国における優先的な海岸を 35 か所程度に絞り込み、情報が不足している場合、優先

度の高い 20 海岸程度に対して必要な水質・底質調査、衛星写真による地形判読、サンゴ礁調査等

を行う。また、波浪データ分析、海浜変形過程分析等を実施することで、海岸侵食の過去から現

在にかけての状況変化、発生の原因およびこれまでの対策の効果を整理する。これらの情報・分

析を基に海岸環境データベースを構築する。 
サンゴ礁については、一般に再生の要因、衰退の原因を特定することは容易ではないものの、

モーリシャス海洋研究所（Mauritius Oceanography Institute: MOI）等の既存の研究結果や衛星写真

なども活用しつつ、可能な範囲で海水温、漂砂、陸地側の開発、漁業等様々な要因を検討する。 

2） コンポーネント２：海岸保全計画の策定 
海岸保全計画を策定する。まず、ステアリングコミッティの参加機関の指針となる海岸保全計

画の全体方針として海岸保全戦略を作成し、この方針に基づき、海岸保全計画を策定する（詳細

は後述のとおり）。 
コンポーネント１で整理された情報・分析結果、及びコンポーネント２で作成する海岸保全戦
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略および海岸保全計画に基づき、実証事業及び継続的モニタリングの対象とする優先海岸を選定

する。 

3） コンポーネント３：実証事業の実施 
コンポーネント３では、コンポーネント２で選定した優先海岸に対して、物理的な実証事業を

実施する海岸は砂浜地形に関する詳細な測量調査を実施し、右海岸及び継続的なモニタリングを

実施する海岸はモニタリングのための砂浜地形の測量調査を実施し、海浜変形状況を確認・分析

する。その際、環境社会配慮に留意し、関係住民と協議を行い、住民参加による事業の実施を促

進するとともに、実証事業の結果を海岸保全計画に反映する。実証事業では、OJT を通じた技術

移転を行うとともに、海岸保全計画および技術ガイドラインをより実践的な内容とするために実

証事業結果をフィードバックすることを目的とする。実証事業では、物理的な対策および非物理

的な対策をそれぞれ 1-2 箇所、継続的なモニタリングを 5 か所程度の海岸で実施する。物理的な

対策では環境に配慮した新たな工法の提案を目指す。非物理的な対策では、ステークホルダーの

合意形成や適切な土地利用の提案など、社会的・分野横断的な課題への新たなアプローチの提案

を目指す。 

4） コンポーネント４：海岸保全管理に係る技術移転 
コンポーネント４では実施機関である環境・持続開発省、政府関係機関、学術機関等を対象と

した技術移転を行う。モーリシャス本島に次ぐ大きさを持つロドリゲス島は基礎調査、計画策定、

モニタリング、実証事業の対象としていないが、同島環境局のスタッフへの技術移転は併せて実

施する。コンポーネント１～３の実施を通じた OJT に加えて、ワークショップ、本邦研修を実施

する。加えて、セーシェルで実施中の類似案件「海岸侵食・洪水管理プロジェクト（2010 年 11
月～2014 年 1 月）」との技術交流として、同国の視察やセミナーへの参加を検討する。また、海

岸保全に関する技術ガイドラインを作成する。 

（2） 海岸保全計画の策定 
組織を横断して対応が必要な海岸管理分野に関して、「モ」国では対象となる関係機関が個々

の問題意識と責任範囲で対応するに留まっているため、共通の認識・計画に基づいた、事業計画、

対策へのアプローチ、関係組織の役割分担を設定する必要がある。そのため、本プロジェクトの

海岸保全計画では、海岸保全・再生計画、海岸空間管理計画、リーフ環境保全計画、海岸管理制

度・体制計画、IEC（Information, Education and Communication）計画の５つの計画から構成される

計画を策定し、各対象分野が実施されるための組織を横断した枠組みおよび実務者向けのガイド

ラインとしての役割を果たすことを目指す。海岸保全計画の策定にあたっては、関係省庁の実務

者で構成されるサブコミッティ（作業部会）により、組織横断的、統合的な計画を作成するとと

もに、実証事業を通じて海岸利用に関わるステークホルダー（住民・観光事業者・漁業者等）の

合意形成・利害調整を実施した過程・教訓を反映する。 
海岸保全・再生計画では、対策が必要とされる優先海岸の設定およびその選定理由を明記し、

今後必要とされる対策を計画として取りまとめる。また、「モ」国の海岸保全対策の実施に関し

て中核的な役割を担う ICZM 課が工学的な専門性を有する人材の配置が困難な状況への対応とし

て、コンポーネント４で作成する海岸保全対策事業に関する技術ガイドラインを作成し、「モ」

国で実施が見込まれる多様な物理的・非物理的対策工法について事例や設計指針を示するととも
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に、各アプローチの組み合わせのパターンやメリット・デメリットも合わせて紹介する。施工監

理・発注に係るプロセス、詳細な工学的設計指針、物理的な対策工法に関するモニタリング手法・

環境社会配慮への対応等について紹介し、実務者の日常業務を支援するツールを作成する。 
海岸空間管理計画では、対策が必要とされる優先海岸等で具体的に検討できる土地利用規制等

を取り纏める。 
リーフ環境保全計画では、総合海岸保全を目指す「モ」国からのニーズが高いことから、基礎

調査・詳細調査による情報収集・現状把握、及びサブコミッティによる関係機関との協議を通じ

て、組織横断的な対応のための枠組みを設定し、保全が必要とされる箇所の特定、リーフの保全

に必要な活動の規制等を計画にまとめる。また、モニタリングのためのガイドラインとして、ア

セスメント調査やコミュニティレベルでの監視などのモニタリングの仕組み・手法についてとり

まとめ、実務者の日常業務を支援するツールを作成する。 

（3） 海岸保全計画の実施促進 
海岸保全計画の作成にあたっては、本プロジェクト終了後の計画の実施を見据え、確実な実施

を促すための措置を講じる。具体的には、計画作成のプロセスに、主な計画の実施主体となる環

境・持続開発省、ステアリングコミッティのメンバーである関係機関及び海岸利用に係るステー

クホルダー（住民、観光事業者、漁業者等）の参画を促し、作成する計画に対するオーナーシッ

プを醸成する。同時に、実証事業等を通じてこれら関係機関間及び海岸利用に係るステークホル

ダーとの緊密な協力関係の構築を促す。また、作成する計画が「モ」国の法令、行政組織体制、

指揮命令系統、上位計画等と親和性の高いものとなるよう配慮し、計画に組み込む事業の優先順

位や費用を明示し、「モ」国および他の開発パートナーによる資金調達による具体的な対策の実

施をプロジェクト期間中に検討・促進する。 

（4） 基礎調査、詳細調査・モニタリング及び実証事業の対象海岸・地域 
基礎調査はモーリシャス本島の全域を対象に実施する。 
詳細調査・モニタリングの対象サイトは、コンポーネント２で選定した優先海岸のうち、１～2

か所の物理的対策の実証事業を実施する海岸に対して詳細調査を実施し、5 か所程度の政策的・

社会的あるいは環境保全の観点から継続的なモニタリングが必要な海岸に対して砂浜地形の測量

調査を実施し、海浜変形状況を確認・分析する。 
優先海岸の選定は、C/P および関係者との協議で設定するが、詳細計画策定調査の結果をもと

にした有力候補地を、参考までに以下に示す。優先海岸の選定に係る基準については、被害を受

ける人口、住宅数、土地利用における価値、産業へのインパクト、社会資本、コスト等の観点か

ら被害・効果の程度を把握し、対策の必要性、緊急性、技術的特徴、地域開発計画、「モ」国側

の要請等を考慮し、選定指標を設定する。 
実証事業は、物理的対策及び非物理的対策をそれぞれで1～2箇所、合計最大で4箇所実施する。 

＜優先地域の候補地＞ 
ア． 実証事業（物理的対策）の実施  

Baie du Cap： 砂による養浜（300m 程度） 
Grand Sable： 礫による養浜（200m 程度） 

イ． 実証事業（非物理的対策）の実施 
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St. Felix： 海岸利用の観点から、廃業したサトウキビ工場用の海浜道路の撤去を行い、

環境に適応した海浜公園のデザインの検討等。 
La Preneuse： 船舶の停留地であり護岸の建設が多いため、より自然環境に配慮した環境づ

くりのための空間利用や構造物の撤去等。 
Point D’Esny： ホテルが独自に建設した突堤の撤去にかかる合意形成等。 

ウ． 継続的なモニタリングの実施 
IIe aux Cerfs： MoESD の重点地域で、2012 年 6 月にサンドバイパス工事を実施予定。本プ

ロジェクトでは調査結果の提供や技術的な提言が期待されている。 
Fric en Flac： MoESDが砂養浜による海岸の再生に成功しており、今後モニタリングが必要。 
Grand Baie： MoESD の緊急対応として 150m 程の石積み護岸を設置したが、景観が阻害

される点、他の海岸で侵食が進行する恐れがあることなど、今後追加的な対

応が必要となる可能性がある。 
 

（5） 実証事業及び継続的なモニタリングの重要性 
実証事業の実施は、試験･評価、人材育成、海岸保全計画へのフィードバックが主目的であるが、

実際に現場で活動して海岸侵食の被害軽減に貢献できるという意味で実施する意義は大きい。海

岸保全の分野は経験工学的なアプローチであるため、個々の海岸の特徴・条件を詳細に調査・分

析し、オーダーメイドで対策計画の策定・実施を行わざるを得ない分野である。また、数年単位

の長期的な変化も適切な対策を判断するために重要となるため、事業実施後も継続的なモニタリ

ングを実施してフォローする必要性が高い。そのため、実証事業及び継続的なモニタリングは、

「モ」国における海岸管理及び海岸保全対策の策定・実施に係る能力開発において、主要な活動

となる。 
また、MoESD 及び関係省庁が、現場を調査し、必要な事業を計画して実施し、モニタリングを

行ってその効果を確認し、事業を評価して計画を修正していく、というプロセスを実際に経験す

る貴重な知識や技術の習得の場であることを、C/P、関係省庁、海岸利用に係るステークホルダー

に説明し理解を得ることとする。 
なお、事業を評価して計画を修正するプロセスを C/P が経験すること、およびサイクロンシー

ズンを考慮し、モニタリング・評価を含めて、約 24 ヶ月間の実証事業を設定する。 

（6） プロジェクト実施体制 
本プロジェクトの目的を達成するために、実施機関である MoESD だけではなく、様々な関係

機関が協力する必要がある。円滑な協力体制を構築・維持し、プロジェクトの進捗や課題につい

て関係機関が共通認識を持ち、プロジェクトに関わる意思決定と問題解決を促進するため、海岸

保全戦略及び海岸保全計画の策定に係る実施体制として、関係省庁で構成されるステアリングコ

ミッティを設置し、全体方針や法制化に係る検討を行う。加えて、分野課題ごとにステアリング

コミッティに参加する機関の実務者で構成されるサブコミッティ（作業部会）を設置し、海岸保

全計画に関する技術的な検討を行う。 
これらのコミッティは MoESD とコンサルタントの要望により開催され、以下の構成メンバー

で構成される。 

議長：環境・持続開発省環境局（DOE, MoESD）局長 
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メンバー：環境・持続開発省総合海岸保全課（ICZM 課）課長 
地方自治省の代表 
漁業・ロドリゲス省の代表 
住宅土地省の代表 
観光・レジャー省の代表 
農業・食糧安全保障省の代表 
エネルギー・公益事業省の代表 
公共インフラ・国家開発・陸上交通・海運省の代表 
海岸整備庁の代表 
モーリシャス海洋研究所の代表 
海岸保安局の代表 
その他研究協力機関の代表 

在マダガスカル日本大使館 
JICA マダガスカル事務所 

 
なお、ステアリングコミッティとサブコミッティの設立・運営は、MoESD が主体的に行うべき

であるが、コンサルタントはこれらの設立に関して関係機関との調整を支援すると共に、MoESD
がステアリングコミッティとサブコミッティの事務局として機能するよう MoESD のオーナーシ

ップを促す。 

（7） C/P への技術移転 
「モ」国では、現在または将来的に深刻な侵食が予想される海岸に対して、必要とされる技術

基準に基づく事業の発注、環境影響評価の適正な実施、海岸構造物の維持管理、波高観測・水質

調査・海岸地形変遷等による長期的なモニタリング及び計画策定、海岸地帯の保全・利用管理に

関する住民啓発・合意形成等を十分に実施できる体制構築が必要とされているため、プロジェク

ト実施過程では、この点に重点をおいて MoESD 及び現地関係者に対して技術移転を行う。 
具体的な成果品としては、海岸保全対策事業、モニタリング（海浜変形、海岸リーフ環境）、

環境社会配慮に関するガイドラインを作成する。 
また、「モ」国全体の海岸保全・管理を扱うには、MoESD 内の海岸保全に関わる職員数は 5

名と非常に尐ない。したがって、MoESD 内に留まらず、ステアリングコミッティやサブコミッテ

ィのメンバー、ロドリゲス島環境局の実務担当者を技術移転の対象とする。また、プロジェクト

の実施効果を高めるため、現地民間セクター（NGO、建設会社、コンサルタント）の技術者にも

裨益するセミナーや C/P による研修会等についても検討する。 
加えて、セーシェルで実施中の類似案件「海岸侵食・洪水管理プロジェクト（2010 年 11 月～

2014 年 1 月）」との技術交流として、同国で作成する海岸保全・洪水管理計画の策定手法・課題、

及びパイロットプロジェクトの実施状況の視察、セミナーへの参加を検討し、情報共有及び教訓

の活用を行う。 

（8） 環境への配慮 
「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（平成 16 年 4 月）によるカテゴリ分類は「C」であり、環

境への影響が大きな事業は予定していない。海岸保全計画の作成および組織制度体制の構築に関
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しては、基礎調査・詳細調査で珊瑚礁・植生に関する調査を行い、海岸環境を把握する。実証事

業にて物理的な対策を計画する場合には適切な環境影響評価を行い、海岸生態系等への影響を回

避・最小化する工法を提案し、水象、用地取得等についてモニタリングを行う。また、測量作業

を行う際にも、その地域の植生や生物等への影響を勘案し、生態系を乱すことのないよう留意す

る。さらに、優先度の高い海岸について継続的にモニタリングし、その変化に応じて海岸保全計

画を適宜修正し、海岸地帯の環境が持続的に保全・管理されるような海岸保全計画の策定を行う。 

（9） 過去の海岸保全活動からの教訓の活用および「モ」国・他ドナーの事業との連携 
「モ」国では、2003 年及び 2006 年に MoESD がモーリシャス本島を対象とした調査を実施して

おり、緊急に対策が必要とされた地域に対して独自予算で対策工事・ステークホルダーとの合意

形成を実施しているため、先行事例として参照し、改善すべき点や教訓を抽出する。 
また、幾つかの援助機関が気候変動分野の協力事業を実施しているため、必要に応じて教訓を

調査し、本プロジェクトに活用する。 
日本政府と UNDP（United Nations Development Programme）の共同枠組み「アフリカ気候変動

適応策支援プログラム（Africa Adaptation Programme（AAP））」により、自然災害リスク軽減等

の分野が重点項目の一つとして挙げられている。具体的な事業としては、2012 年前半に地すべり

や海岸の浸水、洪水等のリスクアセスメントとハザードマップ作成が計画されており、海岸の浸

水域に関する情報が GIS 上にリストアップされる計画であることから、この成果を本プロジェク

トの基礎調査や詳細調査の参考データとして活用する。 
また、モーリシャス政府は、独自予算で海岸保全対策工の実施を進めるとともに、UNDP の支

援により適応基金（Adaptation Fund）に「海岸地域気候変動適応プログラム」を申請して承認を

得ており、海岸保全対策・政策への気候変動適応策の主流化、熱帯低気圧の来襲に対する早期警

報システムの構築、人材育成等が対象となる予定であり、2012 年に対策工事が開始される計画で

ある。2012 年 5 月には適応基金のプロジェクトが実施するインセプション・ワークショップが計

画されており、海岸保全分野の基礎的な知見の普及を目的として JICA 調査団も基調講演やプロ

ジェクトの紹介等の専門的な知見を提供する。 
本プロジェクトにおいても実証事業で対策工事を行う計画があるため、対象地域を選定する際

に、適応基金及び同国政府の独自事業の内容・進捗を確認する。また、適応基金及び同国政府の

独自事業に対して必要に応じて JICA 調査団が技術的な提言を行うとともに、本プロジェクトで

得られた技術的・専門的な知見を他の事業でも活用することで合意しているため、他機関との連

携により情報収集・ノウハウの普及を行う。 
「モ」国関係機関および UNDP、IOC との連携体制の整理について、「モ」側および他ドナー

から覚書の締結が提案されている。締結の必要性及び内容については、プロジェクト開始後に協

議・作成することになっているため、総括を中心に関係機関と協議を行う。 

（10） 過去の類似案件からの教訓の活用 
 開発計画調査型技術協力/セーシェル「海岸侵食・洪水管理プロジェクト」（2010 年 11 月

～2014 年 1 月） 
対象地域の海岸侵食を類型化し、原因・対策を整理した。気候変動への適応としてモニタ

リングを重点的に実施し、海岸保全計画を定期的に更新する手法・能力の強化を行い、変

化する環境条件、社会・経済条件への対応を行っている。島嶼国であるという条件が類似
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しており、地理的にも近い国における案件であるため、海岸保全にかかる計画立案、関係

機関の調整、対策事業の手法に関する知見、経験を本案件にフィードバックする。 
 開発計画調査型技術協力/ツバル「エコシステム評価及び海岸防護・再生計画調査」（2009

年 9 月～2011 年 1 月） 
短期的・長期的な対策を過去の開発に遡って分析するとともに、緊急性が高い地域に対し

て物理的な対策を実施した。珊瑚礁を含む生態系保全の観点から海岸保全を検討しており、

その方法論や提案内容を本案件にフィードバックする。 

3-4-3 地すべり 

（1） コンポーネント 
本プロジェクトは、５つのコンポーネントに分けて実施する。各コンポーネントの概要は以下

の通りとする。 

1） コンポーネント１：基礎調査 
モーリシャス本島において、「モ」国内の類似調査や関係機関の観測データをレビューし、地

すべりの災害履歴、人為的な環境影響に関する状況、地形・気象に関する基礎情報について、情

報の収集・整理・分析を行う。「災害スキーム」に掲載されている 32 か所については、現地踏査

を実施し、実際に被害が生じている、あるいは生じる可能性が高いなどの理由により詳細な情報

の収集が必要な場合に限り、地形図・地質図・航空写真判読により地すべり危険地域の詳細を特

定する。これらデータを整理し、地すべりデータベースを作成する。その際、インフラ省および

関係機関の担当者に OJT を通じた技術移転を行う。また、「災害スキーム」に掲載されている 32
か所の地すべり危険地は、住民・地方自治体の通報に基づくものであり、科学的な調査・判定に

基づくものではないため、①大規模な地すべり、②急傾斜地における開発の進展によって斜面災

害のリスクが発生している箇所、および③斜面地における不適切な造成や建築により斜面災害を

誘発している箇所、のいずれの要因によるものかを特定する。 

2） コンポーネント２：地すべり管理計画の策定 
地すべり管理計画を策定する。地すべりデータベースに基づき地すべり危険地を特定し、地す

べりが実際に起こっている 2-4 箇所に対して、活動度分析・安定度解析・危険度判定を行い、地

すべり抑止対策計画、モニタリング計画を策定する。必要に応じて物理探査、ボーリング調査、

すべり面調査、地表変動量調査、地下水調査等の補足的な調査を実施する。 
また、地すべり対策に携わるステークホルダーの管理体制、技術能力を強化するため、初期調

査のための技術ガイドライン、土地利用や建築の規制に関する「開発計画政策指針（Planning Policy 
Guidance（PPG））」の見直しに関する提言、RRU/LMU の組織強化計画および実務手順書、事業

実施計画を策定する。 

3） コンポーネント３：優先地域におけるフィージビリティ調査（F/S）の実施 
優先地域を 1-3 箇所選定し、フィージビリティ調査を実施する。調査対象地域の数は、各地域

で必要な調査の経費・業務量を踏まえ、「モ」側の要望に基づき協議を実施し、選定する。その

際、環境社会配慮に留意し、ステークホルダーと協議を行い、住民および関係機関も含む総合的

な地すべり対策計画を作成する。優先地域の候補地は、ポートルイス近郊のチトラクート地すべ
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り地とすることで「モ」国側と合意済みである。 

4） コンポーネント４：パイロット事業の実施 
パイロット事業を実施する。その際、ステークホルダーと協議を行い、住民および関係機関の

参加による事業の実施を促進するとともに、パイロット事業の結果を地すべり管理計画に反映す

る。 

5） コンポーネント５：技術移転 
実施機関であるインフラ省、政府関係機関、学術機関、地域住民等を対象とした技術移転・啓

発活動を実施する。また、IOC と共同で、国際シンポジウム、セミナー等を通じて南西インド洋

諸国との技術交流を行う。 

（2） 地すべり管理計画の策定 
地すべり管理計画の策定にあたっては、基礎調査の結果、F/S 調査による技術的な検証、及び

パイロット事業の結果を反映して、最終的な地すべり抑止対策計画及びモニタリング計画を作成

する。「モ」国における地すべり対策の課題として、地質工学の専門家は極めて乏しく、インフ

ラ省では土木技術者が対応しているため、限られた人員による限定的な対策にとどまり、専門的

な知見に基づいた地すべりのリスク把握・モニタリングおよび危険地における土地利用の改善の

ための取り組みが必要とされていることを踏まえ、インフラ省の組織・人員の能力強化のために

技術ガイドラインを含む実務手順および RRU/LMU の組織強化計画の策定、コミュニティの防災

力強化のために既存の早期警報システム及び避難手順書の改善及び初期調査の技術ガイドライン

の策定を行う。 
また、「モ」国における地すべりの問題は、大きく以下の 3 つの類型に分けられると思われる。

①ポートルイス市のチトラクートやラ・ビュッテのような大規模地すべり地の存在、②ポートル

イス市の外縁部等、急傾斜地における開発の進展、③斜面地における不適切な造成や建築による

斜面災害の誘発。本プロジェクトでは、これらの地すべり・斜面災害について扱う。このうち、

②と③の問題については、実施機関である MPI のみならず、開発規制を行う住宅・土地省（MHL）
や建築許可を発行する地方自治体もプロジェクトに参画することが必須であり、民間コンサルタ

ント・施工業者などの技術レベルの向上も視野に入れていく必要がある点に留意する。 
日本の地すべり対策でも、地すべり危険地が数多くあってもすべての地点に対して対策を実施

してはおらず、多くの危険地から数か所選定し、実際に地すべり地が動いている箇所や経済的な

損失が見込まれる箇所に対して対策を取ることが一般的である。「モ」の場合も、地すべり管理

計画で多くの危険地が選定されても、すべてに対策を講じることは難しいという現実を踏まえ、

危険性の高い箇所を選定した上で重点的な対策を提案する。 

（3） 地すべり管理計画の実施促進 
地すべり管理計画の作成にあたっては、本プロジェクト終了後の計画の実施を見据え、確実な

実施を促すための措置を講じる。具体的には、計画作成のプロセスに、主な計画の実施主体とな

るインフラ省、ステアリングコミッティのメンバーである関係機関及び地すべり危険地の住民の

参画を促し、作成する計画に対するオーナーシップを醸成する。同時に、パイロット事業等を通

じてこれら関係機関間の緊密な協力関係の構築を促す。また、作成する計画が「モ」国の法令、

行政組織体制、指揮命令系統、上位計画等と親和性の高いものとなるよう配慮し、計画に組み込
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む事業の優先順位を明示するとともに、F/S 調査により概算経費や対策手法を具体化し、「モ」

側が素早く事業の実施につなげられる体制まで構築する。「モ」国および他の開発パートナーに

よる資金調達の可能性も調査し、プロジェクト期間中にステアリングコミッティ等を通じて具体

的な措置の議論を検討・促進する。 

（4） 基礎調査、フィージビリティ調査（F/S）、パイロット事業の対象地域 
基礎調査はモーリシャス本島の全域を対象に実施する。 
F/S はコンポーネント３で選定した優先地域の中から実施する。対象サイト数は 1-3 か所とし、

C/P および関係者との協議に基づいて選定する。優先地域の選定に係る基準については、被害を

受ける人口、住宅数、土地利用における価値、産業へのインパクト、社会資本、コスト等の観点

から被害・効果の程度を把握し、対策の必要性、緊急性、技術的特徴、地域開発計画、「モ」国

側の要請等を考慮する。 
地すべりの分野は経験工学的なアプローチであるため、個々の地すべり地の特徴・条件を詳細

に調査・分析しオーダーメイドで対策計画の策定・実施を行わざるを得ない分野である。また、

中・長期的なモニタリングや対策実施後のメンテナンスの必要性も高い。そのため、F/S および

パイロット事業は、「モ」国における地すべり管理体制の整理及び地すべり対策計画の策定・実

施に係る能力開発において、主要な活動となる。 
パイロット事業はコンポーネント４で対象地域を選定する。OJT による技術移転と F/S や地す

べり対策計画へのフィードバックを目的として、以下の 5 つのコンポーネントを想定する。 

ア 全国モニタリング強化コンポーネント：抽出された地すべり危険地のうち、危険度に

応じて必要な個所に雤量計や伸縮計を設置する。計器設置は現地再委託が可能。 
イ チトラクートモニタリング強化コンポーネント：後述の詳細調査で設置するモニタリ

ング機材を用いたモニタリングの継続。現在 3 か所の伸縮計のモニタリングしかでき

ていない理由を確認し、モニタリング体制を検討。 
ウ 地すべり対策工試験施工コンポーネント：チトラクートを想定。排水用横ボーリング。

工事実施は現地再委託が可能。 
エ 住民啓発・ステークホルダーミーティングコンポーネント：住民啓発活動（広報キャ

ンペーン）や、チトラクートにおける避難訓練を想定。パンフレット印刷作業等を現

地再委託が可能。パンフレット作成時は、Government Information Service 等の関係機関

と連携する。 
オ 地すべり対策工事の事後メンテナンスコンポーネント：ラ・ビュッテ地区で実施され

た対策工事の事後フォローとして、RRU/LMU 及びポートルイス市の両者でメンテナン

ス及びモニタリングの手法・体制の検討を行い、事後フォローの実施機関であるポー

トルイス市の事業活動に位置づけて行える範囲での実施計画を作成し、実施する。 
 
（5） パイロット事業の重要性 

パイロット事業の実施は、試験･評価、人材育成、地すべり管理計画及び F/S へのフィードバッ

クが主目的ではあるが、実際に現場で活動して被害軽減に貢献できるという意味で実施する意義

は大きい。さらに、MPI 及び関係省庁が、現場を調査し、必要な事業を計画して実施し、モニタ

リングを行ってその効果を確認し、事業を評価して計画を修正していく、というプロセスを実際
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に経験する貴重な知識や技術の習得の場であることを、C/P、関係省庁、地すべり危険地域の住民

に説明・討議し理解を得ることとする。 
なお、事業を評価して計画を修正するプロセスを C/P が経験すること、及びサイクロンシーズ

ンを考慮し、モニタリング・評価を含めて、約 20 ヶ月間のパイロット事業を設定している。 

（6） プロジェクト実施体制 
本プロジェクトの目的を達成するためには、実施機関である MPI だけでなく、様々な関係機関

が協力する必要がある。そこで、円滑な協力体制を構築・維持し、プロジェクトの進捗や課題に

ついて関係機関が共通認識を持ち、プロジェクトに関わる意思決定と問題解決を促進するため、

地すべり管理計画の策定、既存の早期警報システム及び避難手順や開発計画政策指針（PPG）等

の関連制度のレビューと提言に係る実施体制として、関係省庁で構成されるステアリングコミッ

ティを設置し、全体方針や法制化に係る検討を行う。 
これらのコミッティは MPI とコンサルタントの要望により開催され、以下のメンバーで構成さ

れる。 

 
議長：公共インフラ・国家開発・陸上交通・海運省（MPI）次官 
メンバー： 

公共インフラ・国家開発・陸上交通・海運省（MPI）土木部長 
同副部長 
首相府の代表 
エネルギー・公益事業省の代表 
住宅土地省の代表 
地方自治省の代表 
環境・持続開発省の代表 
財務・経済開発省の代表 
警察の代表 
気象局の代表 
地方自治体の代表 
モーリシャス大学の代表 
その他プロジェクトダイレクターが定める機関の代表 

在マダガスカル日本大使館 
JICA マダガスカル事務所 

 
なお、ステアリングコミッティの設立・運営は、MPI が主体的に行うべきであるが、コンサル

タントはこれらの設立に関して関係機関との調整を支援すると共に、MPI がステアリングコミッ

ティの事務局として機能するよう MPI のオーナーシップを促す。 

（7） C/P への技術移転 
「モ」国では、地質工学の専門家は極めて乏しく、インフラ省では土木技術を専門とする限ら

れた人員で対応しているため、専門的な知見に基づいた地すべりのリスク把握・モニタリングお
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よび危険地における土地利用の改善のための能力開発を行う。ただし、C/P は地質工学の専門性

を有していないため、移転する技術のレベルには十分留意し、「モ」国の C/P が理解し、身につ

けることができる範囲の技術を選定する（豊富な経験が必要とされる難しい技術は避ける）。 
モニタリング体制の強化は、MPI や地方自治体の職員だけでカバーするのが困難と思われ、急

傾斜地や地すべり危険地の住民には斜面災害の基礎や前兆現象、避難の目安、通報先などを分か

りやすく示したパンフレットを配布して啓発活動を行う。簡易な雤量計等を用いてコミュニティ

自らがモニタリングし必要に応じて通報する体制を目指す。 
住民からの通報を受ける地方自治体の担当者が、技術的な観点からの初期調査を行うことがで

きるよう、技術ガイドラインを作成し、トレーニングを行う。加えて。地方自治体が建築許可を

出す際のチェックができるよう、技術ガイドラインを作成する。 
急傾斜地における開発の適切なコントロール方法について、住宅・土地省、地方自治体を交え

た検討を行う。 
また、プロジェクトの実施効果を高めるため、現地民間セクター（NGO、建設会社、コンサル

タント）の技術者にも裨益するセミナーや C/P による研修会等についても検討する。 

（8） 環境への配慮 
「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（平成 16 年 4 月）によるカテゴリ分類は「C」であり、地

すべり管理計画の策定が主な成果物であり、地すべりの危険地を特定するための調査、行政担当

機関の組織体制整備及び人材育成、コミュニティによる防災活動やモニタリング体制構築等を主

体とした活動となるため、環境への大きな影響は想定されない。ただし、F/S およびパイロット

事業を実施する際には、地すべり抑制工を計画・実施する可能性があるため、適切な環境影響評

価を行い、生態系等への影響および住民移転を回避・最小化する計画を提案する。また、測量作

業を行う際にも、その地域の植生や生物等への影響を勘案し、生態系を乱すことのないよう留意

する。 

（9） 過去の地すべり対策活動からの教訓の活用および「モ」国・他ドナーの事業との連携 
「モ」国では、地すべり対策については、国家レベルでの防災計画として、「モ」国首相府に

より「災害スキーム（Cyclone and Other Natural Disaster Scheme）」という災害緊急対応計画が毎

年度作成・更新され、インフラ省は「災害スキーム」の地すべり緊急計画において、危険地域の

住民に対する警報発令のための地すべりのモニタリングを実施する機関として位置づけられてい

る。一方で、これまでは地質工学の専門家は極めて乏しくインフラ省で担当する人員も限られて

いたため限定的な対策に留まっている。過去の地すべり対策活動の状況や成果を把握し、教訓を

抽出して本プロジェクトに活用する。 
その他に、幾つかの援助機関が気候変動分野の協力事業を実施しているため、必要に応じて教

訓を調査し、本プロジェクトに活用する 
日本政府と United Nations Development Programme（UNDP）の共同枠組み「アフリカ気候変動

適応策支援プログラム（Africa Adaptation Programme（AAP））」では、自然災害リスク軽減等の

分野が重点項目の一つとして挙げられている。具体的な事業としては、2012 年前半に地すべりや

海岸の浸水、洪水等のリスクアセスメントとハザードマップ作成が計画されており、地すべりの

危険性に関する情報が GIS 上にリストアップされる計画であることから、この成果を本プロジェ

クトの基礎調査や詳細調査の参考データとして活用する。 
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また、IOC が、モーリシャス、マダガスカル、セーシェル、コモロの加盟 4 か国を対象とする

「南西インド洋地域自然災害リスク軽減プロジェクト（2011～2017 年）」を計画しており、モー

リシャスにおいてはチトラクート地区の地すべり対策への協力を予定していた。しかし、2011 年
11 月の詳細計画策定調査で協議した結果、チトラクート地区における調査や対策の立案は JICA
の技術協力によって行うこととし、IOC 側は情報発信、啓発活動の促進として、その成果の他国

との共有・普及を担うことで合意している。また、双方のプロジェクトで開催するステアリング

コミッティに、互いにオブザーバーとして参加することで合意し、2012 年 2 月には IOC のステア

リングコミッティに JICA マダガスカル事務所が参加した。このような IOC との連携を積極的に

推進し、我が国の協力の成果が、モーリシャスに留まらず、類似の地勢条件を抱える域内他国に

も波及することを目指す。 

（10） 過去の類似案件からの教訓の活用 
「ポートルイス市防災対策事業（円借款）」（1994 年承諾）により、ポートルイス市西部のラ・

ビュッテ地区に対して、排水システム、鋼管抗、集水ボーリング孔、水平ボーリング孔の設置及

び関連コンサルティングサービスが実施された。事後評価においては、相手国実施機関に地すべ

りの計測やデータ解釈を適切に行うことができる専門家が欠如していることが指摘されている。

この事業からの教訓を踏まえて本プロジェクトでは RRU/LMU の能力強化を含む総合的な地すべ

り管理計画の策定を行う。また、円借款によって整備された施設の維持管理状況を調査し、今後

適切な維持管理が行われるよう、改善に向けた提言を地すべり管理計画に盛り込む。 

3-5 プロジェクト実施に当たっての留意点 

3-5-1 海岸保全 

本プロジェクトの研修の対象は主に、環境・持続開発省 総合海岸保全課である。総合海岸保全課

は、モーリシャス沿岸域の総合的な管理を目指している組織であり、研修内容も総合海岸保全課の目

指す方向に合致するものとする。研修は、本邦研修とセーシェル国における研修の二つを組み合わせ

て行うこととする。 

セーシェル国において、JICA は「海岸侵食・洪水管理プロジェクト」を実施中である。セーシェ

ルは、島嶼国という条件やモーリシャス国からも近く、類似的も多く、相互に学ぶことができるプロ

ジェクトである。モーリシャスとセーシェルの関係者が相互に訪問を行い、情報交換などを行うこと

によって、経験の共有化を進めることができ、相互に有意義である。 

本邦研修では、海岸保全に関する体系的な技術の取得、定量的な手法を用いた調査、分析や計画策

定の総合海岸保全行政を具体的に学べる研修とすることが必要であると考える。 

実証事業について想定する実証事業としては、以下のような物理的対策と非物理対策に分かれる。 
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表 ‎3-2 想定する実証事業の区分 

プロジェクト名 概要 サイト 

ハ
ー
ド
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト 

養浜（砂・礫）によ

る侵食対策の実証

実験 

国内で調達可能な一般重機を使い、内陸産の砂や礫

を採取・移動する。本実験は、科学的根拠に基づき、

設計から施行、モニタリングに至る一連の技術を 
C/P に移転することを目的とする。  

Grand Sable Baie du 
Cap St. Felix 

護岸・突堤等の構造

物の改修による実

証実験  

護岸構造物等の設計外力や構造形式を見直し、改修

について検討する。上記と同様に、科学的根拠に基

づき、設計から施行、モニタリングに至る一連の技

術を C/P に移転することを目的に実施する。  

La Preneuse St. 
Felix Trou aux 
Biches Liambel  

ソ
フ
ト
コ
ン
ポ
ー
ネ
ン
ト 

適切な対策を行う

ための効果的なモ

ニタリング計画の

策定  

対策・改修後の施設の維持管理やモニタリングにつ

いて、関係者自身で実施できる体制を構築すべく、

トレーニングを行う。 

Flic en Flac Belle 
Mare/Palmar  

 

なお、想定される物理的対策の概要については、以下のとおりである。 

表 ‎3-3 想定する物理的対策 

物理的対策 非物理的対策 
ハードコンポーネント 

・ 礫や砂による養浜（Grand Sable, Baie du 
Cap, St. Felix等） 

ソフトコンポーネント 

・ 望ましい公共海浜公園モデル 

（例： St.Felixでの道路撤去計画・ゾー

ニング計画） 

・ 県レベル、若しくはコミュニティレベル

の海岸保全モデル開発 

・ 海岸保全に関るコミュニティ、地域住

民、ホテル関係者に対する啓発、情報発

信活動等 

 
「モ」国では、現在、砂の採取に関する規制が厳しいため、ラグーン周辺に堆積している海砂の採

取よる養浜の実施は難しい。一般に、養浜対策は、投入した砂の流出を尐なくする（歩留りを良くす

る）ことが維持管理の面から非常に重要であり、特にモーリシャスのような細かな砂浜において養浜

を実施する場合には、この点を慎重に検討する必要がある。最近、日本では、上記の問題解決に向け、

礫による養浜対策が進められているが、このような日本におけるノウハウを活かした礫養浜をパイロ

ットプロジェクトとして取り入れることも有効と考えられる。 

3-5-2 地すべり 

・ 日本で言う狭義の地すべりだけでなく、急傾斜地の開発や斜面地造成時の工事方法についても技

術移転を行う必要がある。 
・ IOC もコンサルタントを傭上しており、自然リスク軽減に関する IOC 加盟国対象の協力を並行し
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て行っていることから、十分に意見交換を行い、アプローチの調整を行う必要がある。 
・ 警報発令、避難、緊急対応については、「Cyclone and Other Natural Disasters Scheme」を改善する

ための提言を行う必要がある。これによって、既存の制度を改善することにより、提言内容が速

やかに実際の行政において活かされることとなる。また、パイロットプロジェクトとして避難訓

練の実施を検討する。 
・ 社会調査においては、地すべり危険地（特にチトラクート）における住民のリスク認識を調査す

る。 
・ AAP におけるリスクマップ作成の結果を入手し、特定された地すべり危険地を C/P や地方自治体

担当者と回りながら、リスクアセスメントの手法を技術移転する。サイクロンシーズンが終わっ

た後に、新たな被害や変状の有無を確認し、見直しを行う。このようなリストの見直しは毎年必

要であるため、見直し手法の定着を図る。 
・ 航空写真を用いた地すべり危険地の判読は、ポートルイス市等の人口密集地を対象に行う。リス

クが高いところ、あるいは既に被害が生じているところを優先する。 
・ 住宅・土地省を交えた協議を十分に行い、Policy Planning Guidance（PPG）の改訂に向けた提言を

行う。海岸保全・再生に関する能力向上プロジェクトも PPG に関連した取り組みが必要である

ため、双方についてまとめて協議することで、より実効性を高めるとともに、住宅・土地省との

緊密な関係を構築する。 
・ パイロットプロジェクトは、OJT による技術移転と F/S や地すべり対策計画へのフィードバック

を目的として、以下の 4 つのコンポーネントを想定する。 
 全国モニタリング強化コンポーネント： 抽出された地すべり危険地のうち、危険度に応じ

て必要な個所に雤量計や伸縮計を設置する。 
 チトラクートモニタリング強化コンポーネント： 後述の詳細調査で設置するモニタリング

機材を用いたモニタリングの継続。現在 3 か所の伸縮計のモニタリングしかできていない理

由を確認し、モニタリング体制を検討。 
 地すべり対策工試験施工コンポーネント： チトラクートを想定。排水用横ボーリング等。 
 住民啓発・ステークホルダーミーティングコンポーネント： 住民啓発活動（広報キャンペ

ーン）や、チトラクートにおける避難訓練を想定。パンフレット作成時は、Government 
Information Service との連携が必要。 

・ モニタリング体制の強化は、MPI や地方自治体の職員だけでカバーするのが困難と思われ、急傾

斜地や地すべり危険地の住民には斜面災害の基礎や前兆現象、避難の目安、通報先などを分かり

やすく示したパンフレットを配布して啓発活動を行っておくことを検討する。住民が自ら製作、

利用可能な簡易な雤量計（JICA のカリブ災害管理プロジェクトや中米広域防災能力向上プロジ

ェクト等で使用例あり）の作り方、使い方を教えることも有効と思われる。これにより、住民自

身が自らモニタリングし、必要に応じて通報する体制を目指すことを検討する。 
・ 住民からの通報を受ける地方自治体の担当者が、技術的な観点からの初期調査を行うことができ

るよう、技術ガイドラインを作成し、トレーニングを行う。 
・ 地方自治体が建築許可を出す際のチェックができるよう、技術ガイドラインを作成する。 
・ 急傾斜地における開発の適切なコントロール方法について、住宅・土地省、地方自治体を交えた

検討を行う。 
・ ラ・ビュッテに関するテクニカルレポートを作成する。目視確認により、変状の有無、円借款に
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よる対策工の機能状況、維持管理状況をチェックする。表面排水工においては、地表面の改変に

より閉塞している箇所が認められるため、サイクロンシーズン前に巡回点検を行い、排水路を修

復するなどの維持管理を行うことを提言する。また、テクニカルレポート作成の過程においても、

MPI やポートルイス市職員に対する OJT を行い、ラ・ビュッテ対策工の原理や機能、必要な維持

管理についての理解を促す。 
・ LMU の SOP としては、①住民や地方自治体から通報を受けた際の調査方法や、②モニタリング

方法、③変状が観察された際の気象局等への通報方法、④対策工の計画、設計、施工監理、維持

管理の方法、などについて定めた業務マニュアルを想定する。必要な技術的解説や様式を含む。 
・ 伸縮計等のモニタリング機器については、適切な仕様作成の方法を指導する。 
・ 詳細調査としては、地すべり地 1 か所を選定し、地すべり調査の OJT を実施。 

 物理探査（電気探査、弾性波探査） 
 ボーリング 
 観測計器設置 

・ チトラクートにおける詳細調査 
 安定解析や地すべり範囲の特定に必要なボーリング調査（傾斜計またはパイプ歪計を設置） 
 物理探査 
 伸縮計設置 
 変状の有無を確認するための測量（トータルステーション＋測量杭） 
 施設計画のための測量 
 地下水位測定（自動地下水位計の設置） 
 地下水流動調査（電気伝導度の変化を使用） 
 雤量観測（自動雤量計の設置） 

・ F/S 
 チトラクート対象 
 ラ・ビュッテのような「地すべりを止める」ための対策工（杭を入れる）を行う場合、排水

やモニタリングのみで避難することを前提とした対策を行う場合、移転する場合、といった

代替案を比較するイメージ。住民意識の十分な調査と経済的な評価（対策に要する費用と、

守られる資産価値の比較考量）がポイント。 
・ モーリシャス大学の地質工学の教授との意見交換、学生に対する視察の機会の提供を検討する。

将来的な地質工学の専門家の育成を見据え、国費留学制度の紹介などの工夫も行う。 
・ 民間コンサルタントや施工業者による傾斜地での設計・工事技術の向上が必要であるため、ロー

カルコンサルタント対象のセミナーや、業界団体を通じた施工業者対象のセミナーなどを企画す

る。 
・ LMU 組織強化計画 

 LMU の組織のあり方（MPI 内に核となる技術者グループのいるセクション（あるいはユニ

ット）を作るとともに、関係組織との連携体制の構築が必要。 
 ミッション、ビジョン、ゴール 
 戦略 
 中長期業務計画 
 短期アクションプラン 
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 組織構成、組織図 
 必要な技術者と資格要件、Job Description 
 研修、能力強化計画 
 必要機材 
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